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第３章 災害応急対策計画第１節 活動体制計画 121 ～ 126第 1 防災組織計画第 2 県の活動体制第 3 奈良県地震災害警戒体制第 4 奈良県災害対策本部体制の組織及び事務分掌等第 5 市町村の活動体制第 6 指定地方行政機関等の活動体制第２節 地震情報の伝達計画 127 ～ 132第 1 情報の種類第 2 情報の受理、伝達第 3 気象庁による震度階級関連解説表第３節 早期災害情報収集の計画 133 ～ 133第 1 早期被害情報収集第 2 実施機関第 3 ヘリコプターによる情報収集第 4 参集途上職員の情報収集第 5 異常現象発見者の通報第４節 被害状況の調査・報告計画 134 ～ 146第 1 被害状況の調査第 2 報告の基準第 3 直接即報基準第 4 市町村防災担当課から県防災統括室への報告第 5 報告系統第 6 市町村事業担当課等から県事業担当課への報告第５節 県消防防災ヘリコプターの活動計画 147 ～ 147第 1 趣旨第 2 災害時等の運航実施第 3 緊急運航の要件第 4 緊急運航の要請先第 5 市町村等の受入体制第６節 ヘリコプター等の派遣要請及び受入計画 148 ～ 149第 1 県消防防災ヘリコプター派遣要請第 2 自衛隊へのヘリコプター派遣要請第 3 警察へのヘリコプター派遣要請第 4 海上保安庁へのヘリコプター派遣要請



第 5 市町村の受入準備第 6 離着陸不能の条件第７節 通信運用計画 150 ～ 155第 1 通信手段第 2 応急復旧第 3 電信電話施設第８節 広報計画 156 ～ 158第 1 防災関係機関の広報活動第 2 県の広報活動第 3 各機関の広報活動第 4 災害情報センターの運用第９節 消火・救急救助活動計画 159 ～ 161第 1 出火防止・初期消火第 2 消防活動第 3 相互応援協定第 4 救急救助活動第１０節 各機関への派遣要請計画 162 ～ 174第 1 自衛隊への災害派遣要請計画第 2 海上保安庁への災害派遣要請計画第 3 日本赤十字社飛行隊への派遣要請計画第 4 他府県等への応援要求計画第 5 緊急消防援助隊の応援要請計画第 6 広域航空消防応援要請計画第 7 近畿２府７県危機発生時等の相互応援に関する基本協定第 8 全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定第 9 紀伊半島三県災害等相互応援に関する協定第 10 滋賀県・奈良県航空消防防災相互応援協定第 11 警察活動に関する応援要請第１１節 医療救護計画 175 ～ 179第 1 医療救護活動第 2 災害時における医療情報等の収集、伝達第 3 傷病者等、医療救護スタッフ、医薬品等の搬送第 4 後方医療体制第 5 医療ボランティアの活用第 6 医薬品等の供給第 7 精神障害者対策及びメンタルヘルス対策



第 8 在宅難病患者対策第 9 保健師等による健康管理第 10 医療施設へのライフラインの確保第１２節 ボランティア活動支援計画 180 ～ 180第 1 （仮称）災害ボランティア本部の設置第 2 ボランティアの受け入れ対応第 3 情報収集・情報提供第１３節 海外からの支援受入計画 181 ～ 181第 1 基本方針第 2 救援物資の受入れ第 3 救援隊の受入れ第１４節 災害時要援護者の支援計画 182 ～ 185第 1 情報伝達等の方法第 2 地震情報等の周知第 3 避難誘導第 4 安否確認及び被災状況の報告第 5 被災状況の取りまとめ第 6 被災者に対する応急的処遇第 7 食料の供給第 8 日常生活用品の供給第 9 応急仮設住宅第１５節 避難対策 186 ～ 189第 1 避難の勧告又は指示の実施第 2 避難の勧告又は指示の内容第 3 避難措置の周知第 4 避難の誘導第 5 避難収容計画第 6 広域的避難収容第１６節 緊急輸送計画 190 ～ 192第 1 計画の方針第 2 緊急輸送の範囲第 3 輸送力の確保第 4 緊急輸送体制の確立第１７節 災害警備、交通規制計画 193 ～ 202第 1 災害警備第 2 交通規制及び緊急通行車両
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第 5 関係団体との連携による民間賃貸住宅等の紹介第３１節 労務計画 249 ～ 250第 1 実施責任者第 2 労働者確保の範囲及び雇用の期間第 3 労働者確保の方法第 4 賃金の支払第３２節 災害救助法等による救助計画 251 ～ 253第 1 被害認定第 2 適用基準第 3 災害報告第 4 救助の実施機関第 5 救助の程度・方法及び期間第 6 費用第 7 日本赤十字社による救助第３３節 義援金の取扱いに関する計画 254 ～ 254第 1 日本赤十字社奈良県支部第 2 県第 3 市町村
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第５章 東南海・南海地震防災対策推進計画第１節 総則 269 ～ 269第 1 推進計画の目的第 2 基本的な考え方第 3 防災関係機関が行う事務又は業務の大綱第２節 災害対策本部の設置等 270 ～ 270第 1 防災組織計画第 2 災害対策本部の設置第 3 災害対策本部体制の組織及び事務分掌等第 4 市町村の活動体制第 5 指定地方行政機関等の活動体制第３節 地震発生時の応急対策等 271 ～ 274第 1 地震発生時の応急対策第 2 資機材、人員等の配備手配第 3 他機関に対する応援要請第４節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 275 ～ 275第５節 防災訓練計画等 276 ～ 276第６節 地震防災上必要な防災知識の普及計画 277 ～ 279第７節 地域防災力の向上に関する計画 280 ～ 281第 1 自主防災組織の組織率向上と活動の活性化第 2 事業所等の災害対応能力の向上第８節 その他の対策 282 ～ 285第 1 広域防災体制の確立第 2 遠隔県との連携第 3 建築物等の耐震診断、耐震改修の促進第 4 長周期地震動対策第 5 斜面崩壊、液状化対策第 6 時間差発生による災害の拡大防止第 7 帰宅困難者対策第 8 文化財保護対策
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奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市大和高田市大和高田市大和高田市大和高田市大和高田市大和高田市大和高田市大和高田市大和高田市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市 天理市天理市天理市天理市天理市天理市天理市天理市天理市橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市 桜井市桜井市桜井市桜井市桜井市桜井市桜井市桜井市桜井市五條市五條市五條市五條市五條市五條市五條市五條市五條市御所市御所市御所市御所市御所市御所市御所市御所市御所市生駒市生駒市生駒市生駒市生駒市生駒市生駒市生駒市生駒市香芝市香芝市香芝市香芝市香芝市香芝市香芝市香芝市香芝市 月ヶ瀬村月ヶ瀬村月ヶ瀬村月ヶ瀬村月ヶ瀬村月ヶ瀬村月ヶ瀬村月ヶ瀬村月ヶ瀬村都祁村都祁村都祁村都祁村都祁村都祁村都祁村都祁村都祁村 山添村山添村山添村山添村山添村山添村山添村山添村山添村平群町平群町平群町平群町平群町平群町平群町平群町平群町三郷町三郷町三郷町三郷町三郷町三郷町三郷町三郷町三郷町 斑鳩町斑鳩町斑鳩町斑鳩町斑鳩町斑鳩町斑鳩町斑鳩町斑鳩町安堵町安堵町安堵町安堵町安堵町安堵町安堵町安堵町安堵町川西町川西町川西町川西町川西町川西町川西町川西町川西町三宅町三宅町三宅町三宅町三宅町三宅町三宅町三宅町三宅町田原本町田原本町田原本町田原本町田原本町田原本町田原本町田原本町田原本町 大宇陀町大宇陀町大宇陀町大宇陀町大宇陀町大宇陀町大宇陀町大宇陀町大宇陀町 菟田野町菟田野町菟田野町菟田野町菟田野町菟田野町菟田野町菟田野町菟田野町榛原町榛原町榛原町榛原町榛原町榛原町榛原町榛原町榛原町 室生村室生村室生村室生村室生村室生村室生村室生村室生村 曽爾村曽爾村曽爾村曽爾村曽爾村曽爾村曽爾村曽爾村曽爾村御杖村御杖村御杖村御杖村御杖村御杖村御杖村御杖村御杖村高取町高取町高取町高取町高取町高取町高取町高取町高取町明日香村明日香村明日香村明日香村明日香村明日香村明日香村明日香村明日香村新庄町新庄町新庄町新庄町新庄町新庄町新庄町新庄町新庄町當麻町當麻町當麻町當麻町當麻町當麻町當麻町當麻町當麻町上牧町上牧町上牧町上牧町上牧町上牧町上牧町上牧町上牧町王寺町王寺町王寺町王寺町王寺町王寺町王寺町王寺町王寺町 広陵町広陵町広陵町広陵町広陵町広陵町広陵町広陵町広陵町河合町河合町河合町河合町河合町河合町河合町河合町河合町 吉野町吉野町吉野町吉野町吉野町吉野町吉野町吉野町吉野町大淀町大淀町大淀町大淀町大淀町大淀町大淀町大淀町大淀町下市町下市町下市町下市町下市町下市町下市町下市町下市町黒滝村黒滝村黒滝村黒滝村黒滝村黒滝村黒滝村黒滝村黒滝村西吉野村西吉野村西吉野村西吉野村西吉野村西吉野村西吉野村西吉野村西吉野村 天川村天川村天川村天川村天川村天川村天川村天川村天川村野迫川村野迫川村野迫川村野迫川村野迫川村野迫川村野迫川村野迫川村野迫川村 大塔村大塔村大塔村大塔村大塔村大塔村大塔村大塔村大塔村十津川村十津川村十津川村十津川村十津川村十津川村十津川村十津川村十津川村 下北山村下北山村下北山村下北山村下北山村下北山村下北山村下北山村下北山村上北山村上北山村上北山村上北山村上北山村上北山村上北山村上北山村上北山村川上村川上村川上村川上村川上村川上村川上村川上村川上村東吉野村東吉野村東吉野村東吉野村東吉野村東吉野村東吉野村東吉野村東吉野村
震度震度７震度６強震度６弱震度５強震度５弱震度４以下震度震度７震度６強震度６弱震度５強震度５弱震度４以下

○マグニチュード８．６○死者 ４人○負傷者 ４１４人○住家全壊１，２５３棟○住家半壊１，１８４棟○建物火災（冬の夕方６時）０件○避難者（１週間後）５，４８４人○断水世帯（直後）４９，９９５世帯○停電世帯（直後）３１，３２５世帯○都市ガス供給支障世帯（直後）６，９３８世帯

（４）東南海・南海地震同時発生

4
2



第４　被害想定結果（１）各地震の震度別面積比率（全県＝100%）各地震毎に、県内の震度別面積比率を算出。
43 （２）人的被害（平成１２年国勢調査人口1,442,795人）　多くの人が家にいる朝５時のケースで、揺れ・液状化・斜面崩壊・火災による死者、負傷者数を算出。

4以下 5弱 5強 6弱 6強 7内陸型 ① 奈良盆地東縁断層帯 0.0% 0.0% 13.3% 39.8% 42.9% 3.9%② 中央構造線断層帯 0.0% 0.0% 0.6% 60.2% 36.6% 2.6%③ 生駒断層帯 0.0% 0.0% 28.7% 50.4% 20.0% 0.8%④ 木津川断層帯 0.0% 16.7% 36.3% 30.4% 16.7% 0.0%⑤ あやめ池撓曲－松尾川断層 0.0% 13.9% 41.9% 28.4% 15.4% 0.5%⑥ 大和川断層帯 0.0% 5.0% 41.9% 32.4% 20.0% 0.7%⑦ 千股断層 0.0% 0.0% 12.2% 54.4% 33.3% 0.0%⑧ 名張断層 0.0% 1.8% 30.9% 39.4% 27.9% 0.0%海溝型 ① 東南海・南海地震同時発生 0.0% 57.2% 41.0% 1.8% 0.0% 0.0%② 東南海地震 5.4% 63.0% 30.0% 1.6% 0.0% 0.0%③ 南海地震 25.3% 60.8% 13.9% 0.0% 0.0% 0.0%④ 東海・東南海地震同時発生 5.4% 63.0% 30.1% 1.6% 0.0% 0.0%⑤ 東海・東南海・南海地震同時発生 0.0% 57.2% 41.0% 1.8% 0.0% 0.0%
想定地震 震度

合計 揺れ 斜面崩壊 火災 合計 揺れ・液状化 斜面崩壊 火災①奈良盆地東縁断層帯 5,153 4,498 197 458 19,045 17,174 126 1,745②中央構造線断層帯 4,319 3,686 205 428 18,817 17,058 128 1,631③生駒断層帯 4,257 3,646 175 436 17,578 15,806 109 1,663④木津川断層帯 1,800 1,360 135 305 15,864 14,620 82 1,162⑤あやめ池撓曲－松尾山断層 3,675 3,126 144 405 16,579 14,939 91 1,549⑥大和川断層帯 3,996 3,419 157 420 16,935 15,239 96 1,600⑦千股断層 2,673 2,144 191 338 14,296 12,894 117 1,285⑧名張断層 2,643 2,127 185 331 14,261 12,875 117 1,269①東南海・南海地震同時発生 4 0 4 0 414 411 3 0②東南海地震 3 0 3 0 163 161 2 0③南海地震 2 0 2 0 232 230 2 0④東海・東南海地震同時発生 3 0 3 0 163 161 2 0⑤東海・東南海・南海地震同時発生 4 0 4 0 414 411 3 0
死者 負傷者地震区分 地震名内陸型海溝型

合計 揺れ・液状化 斜面崩壊 合計 揺れ・液状化 斜面崩壊1,566 1,536 30 6,253 6,157 961,250 1,221 29 5,011 4,912 991,320 1,296 24 5,260 5,175 85504 487 17 2,035 1,970 651,156 1,131 25 4,603 4,537 661,239 1,217 22 4,955 4,881 74681 656 25 2,708 2,616 92674 645 29 2,696 2,608 8813 12 1 58 56 23 3 0 25 23 25 5 0 35 33 23 3 0 25 23 213 12 1 58 56 2
内）重傷者内）重篤者



（３）建物被害（奈良県の全住家457,200棟）   住家を対象に、揺れ・液状化・斜面崩壊による全壊、半壊棟数を算出。
44 （４）火災被害（奈良県の全住家457,200棟）   建物火災について、危険性が最も高いとされる冬の夕方6時及び冬の朝5時発生とし、風速は10m/sのケースを想定。注）・炎上出火件数は、 住民による初期消火により消火できなか　った件数。・残火災件数は、消防でも消火できなかった件数。・焼失棟数は風速で大きく異なり、実際には発火時の風速に　大きく影響を受けると考えられるため、本推計では風速が強　い条件下で、安全側に立った想定を行っている。（参考）  奈良地方気象台における気象観測年統計値　（単位：ｍ/ｓ）　　　　　　　　　　最大風速　　　　平均風速　平成１３年　　　　　７．３　　　　　１．４  平成１４年　　　　　８．９　　　　　１．４  平成１５年　　　　　８．５　　　　　１．４①奈良盆地東縁断層帯 1,199 912 16,284 157 106 3,310②中央構造線断層帯 995 760 15,207 130 81 3,002③生駒断層帯 971 730 15,528 128 82 3,308④木津川断層帯 447 323 10,868 57 25 1,573⑤あやめ池撓曲－松尾山断層 853 633 14,468 112 72 3,073⑥大和川断層帯 920 686 14,942 122 78 3,079⑦千股断層 571 454 12,013 73 38 2,094⑧名張断層 568 445 11,835 77 46 2,421①東南海・南海地震同時発生 0 0 0 0 0 0②東南海地震 0 0 0 0 0 0③南海地震 0 0 0 0 0 0④東海・東南海地震同時発生 0 0 0 0 0 0⑤東海・東南海・南海地震同時発生 0 0 0 0 0 0

炎上出火件数 残火災件数地震区分 地震名 残火災件数 焼失棟数出火・延焼（冬の夕方6時） 出火・延焼（冬の朝5時）焼失棟数 炎上出火件数内陸型海溝型

合計 揺れ 液状化 斜面崩壊 合計 揺れ 液状化 斜面崩壊 合計 揺れ 液状化 斜面崩壊①奈良盆地東縁断層帯 119,535 114,209 3,206 2,120 83,442 77,547 2,947 2,948 202,977 191,756 6,153 5,068②中央構造線断層帯 98,086 93,041 2,871 2,174 84,973 79,329 2,610 3,034 183,059 172,370 5,481 5,208③生駒断層帯 98,123 93,543 2,723 1,857 87,691 82,741 2,497 2,453 185,814 176,284 5,220 4,310④木津川断層帯 38,714 35,730 1,527 1,457 74,334 71,011 1,378 1,945 113,048 106,741 2,905 3,402⑤あやめ池撓曲－松尾山断層 84,874 80,912 2,452 1,510 84,692 80,397 2,260 2,035 169,566 161,309 4,712 3,545⑥大和川断層帯 92,234 87,827 2,748 1,659 85,660 80,937 2,525 2,198 177,894 168,764 5,273 3,857⑦千股断層 56,676 52,687 1,957 2,032 76,800 72,207 1,767 2,826 133,476 124,894 3,724 4,858⑧名張断層 56,167 52,338 1,874 1,955 77,915 73,628 1,681 2,606 134,082 125,966 3,555 4,561①東南海・南海地震同時発生 1,253 1 1,172 80 1,184 34 1,036 114 2,437 35 2,208 194②東南海地震 520 0 465 55 498 12 406 80 1,018 12 871 135③南海地震 713 0 673 40 648 1 591 56 1,361 1 1,264 96④東海・東南海地震同時発生 520 0 465 55 498 12 406 80 1,018 12 871 135⑤東海・東南海・南海地震同時発生 1,253 1 1,172 80 1,184 34 1,036 114 2,437 35 2,208 194内陸型海溝型
全壊 半壊 全・半壊地震区分 地震名



（５）地震別、震度ランク別文化財（建造物）の箇所数文化財（建造物）の所在地における想定震度を算定した上で、各地震別、震度ランク別の合計数を集計。
45 （６）その他の被害　ライフライン被害、避難者数、医療、飲食・必要物資、瓦礫発生量を算出。 医療需給不足数 食料（食） 飲料水（ﾘｯﾄﾙ） 生活必需品（組）615 1,270,963 1,270,963 423,654 16,997,659818 1,159,751 1,159,751 386,584 14,746,271900 1,248,737 1,248,737 416,243 14,975,68638 767,112 767,112 255,708 8,259,706762 1,144,918 1,144,918 381,638 13,441,226817 1,182,833 1,182,833 394,275 14,248,727456 769,629 769,629 256,539 9,849,908432 774,883 774,883 258,290 9,874,5330 16,164 16,164 5,391 194,0550 6,998 6,998 2,332 78,7140 9,141 9,141 3,044 109,1030 6,998 6,998 2,332 78,7140 16,164 16,164 5,391 194,055

医療 飲食・必要物資（１日あたり） 瓦礫発生量(単位：ｔ)水道被害断水世帯直後 一週間後 （被害延km） 地震発生直後の停電世帯数 地震発生直後の供給支障世帯数 地震発生直後の通信支障世帯数 直後 一週間後 一か月後①奈良盆地東縁断層帯 433,526 418,360 429.1 486,436 256,903 67,339 353,044 435,074 197,295②中央構造線断層帯 385,855 363,021 335.2 485,013 256,903 65,613 322,153 393,781 174,837③生駒断層帯 437,286 413,406 348.6 480,844 256,903 63,267 346,871 431,210 177,452④木津川断層帯 213,266 177,486 142.8 409,270 251,976 37,392 213,087 251,817 98,897⑤あやめ池撓曲－松尾山断層 399,232 378,695 310.6 467,562 256,903 59,731 318,032 398,139 160,519⑥大和川断層帯 410,494 393,681 337.8 478,002 256,903 61,989 328,564 411,899 169,400⑦千股断層 238,538 215,664 180.5 340,863 213,686 34,573 213,786 253,245 121,643⑧名張断層 239,409 219,351 184.5 363,056 230,922 35,306 215,244 257,094 122,257①東南海・南海地震同時発生 49,995 24,997 4.3 31,325 6,938 0 4,490 5,484 －②東南海地震 908 455 1.7 13,000 2,721 0 1,944 2,375 －③南海地震 11,981 5,993 2.4 17,825 4,096 0 2,539 3,102 －④東海・東南海地震同時発生 919 459 1.7 13,000 2,721 0 1,944 2,375 －⑤東海・東南海・南海地震同時発生 50,108 25,051 4.3 31,325 6,938 0 4,490 5,484 －
電話・通信被害 避難者数地震区分 地震名内陸型海溝型

下水道管路被害 電力被害 都市ガス被害
震度５弱以下 震度５強 震度６弱 震度６強 震度７ 合計①奈良盆地東縁断層帯 0 1 3 232 27 263②中央構造線断層帯 0 0 42 209 12 263③生駒断層帯 0 1 54 206 2 263④木津川断層帯 0 10 135 118 0 263⑤あやめ池断層帯 0 2 61 200 0 263⑥大和川断層帯 0 2 49 212 0 263⑦千股断層 0 1 179 83 0 263⑧名張断層 1 0 176 86 0 263①東南海・南海地震同時発生 69 194 0 0 0 263②東南海地震 163 100 0 0 0 263③南海地震 220 43 0 0 0 263④東海・東南海地震同時発生 163 100 0 0 0 263⑤東海・東南海・南海地震同時発生 69 194 0 0 0 263

地震名 国指定文化財（国宝・重要文化財）内陸型地震区分
海溝型

震度５弱以下 震度５強 震度６弱 震度６強 震度７ 合計 震度５弱以下 震度５強 震度６弱 震度６強 震度７ 合計0 1 7 81 17 106 0 2 10 313 44 3690 0 20 79 7 106 0 0 62 288 19 3690 2 28 76 0 106 0 3 82 282 2 3690 9 45 52 0 106 0 19 180 170 0 3690 5 34 67 0 106 0 7 95 267 0 3690 4 31 71 0 106 0 6 80 283 0 3690 0 61 45 0 106 0 1 240 128 0 3690 2 65 39 0 106 1 2 241 125 0 36932 74 0 0 0 106 101 268 0 0 0 36960 46 0 0 0 106 223 146 0 0 0 36978 28 0 0 0 106 298 71 0 0 0 36960 46 0 0 0 106 223 146 0 0 0 36932 74 0 0 0 106 101 268 0 0 0 369
合計県指定文化財
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第第第第５５５５ 地域目標地域目標地域目標地域目標中央防災会議では、東南海・南海地震等の大規模地震に対して、社会全体が効果的かつ効率的に被害軽減策を講じていくため、達成時期を含めた具体的目標などを定めた地震防災戦略を策定した（平成17年３月30日決定）。地震防災戦略は、被害想定をもとに人的被害、経済被害の軽減について達成時期を含めた具体的な被害軽減量を示す数値目標である減災目標及び減災目標の達成に必要となる各事項の達成すべき数値目標等を定める具体目標等から構成される。このうち、減災目標の達成のためには、地方公共団体の参画と連携が不可欠であることから、関係地方公共団体においては、地震防災戦略を踏まえた地域目標の策定に努めるものとされている。県は、地震防災戦略に沿って、『第２次奈良県地震被害想定調査報告書』の内陸直下型地震等の被害予測をもとに、県、関係機関、住民等による様々な被害軽減策を実施するための数値目標等を定めた地域目標を別途定めるものとする。



第第第第２２２２章 災害予防計画章 災害予防計画章 災害予防計画章 災害予防計画
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第第第第１１１１節 防災知識節 防災知識節 防災知識節 防災知識のののの普及計画普及計画普及計画普及計画第第第第１１１１ 計画計画計画計画のののの方針及方針及方針及方針及びびびび県民等県民等県民等県民等のののの責務責務責務責務大地震による災害から、県民の生命、身体、財産を守るためには、県、市町村等防災関係機関による災害対策の推進はもとより、県民一人ひとりが地震について関心を持ち、いざという時に落ち着いて行動できるよう、日頃から地震の際の正しい心構えを身につけておく必要がある。個人や家庭でできる自助としては、地震に関する知識を身につけるために講演会に積極的に参加し、日頃から家庭で防災について話し合い、災害時の対処法の習得、安否確認の方法や避難所・避難ルートの確認などをしておく必要がある。また、建物の耐震化（特に昭和５６年以前の木造住宅の耐震診断・耐震補強）、家具の転倒防止、食料・飲料水・資機材の家庭内備蓄等に取り組む必要がある。大規模災害発生直後は、行政の対応能力には限界があり、被害を軽減するには地域の助け合いである共助が大きな力となる。このため、自主防災組織を結成し、地域を知るタウンウオッチングや簡易型図上訓練などの自主防災組織活動に参加し、自分の住む地域を守る取り組みを各自が積極的に進めていく必要がある。また、県をはじめとする防災関係機関においては、地震発生時における県民の適切な判断力の養成、県民の自発的な防災組織づくり、施設あるいは業種別の防災対策を推進する必要がある。その際、高齢者や障害者等の自力避難が困難な県民、観光客及び在留外国人並びに女性等への配慮が必要である。このため、防災関係機関は、防災に関する各種の広報啓発活動を積極的に行い、県民の防災意識の高揚、防災組織の育成指導・助言等に努めるとともに、県民が災害時に自ら防災活動を行い易い環境整備に努める。第第第第２２２２ 防災関係職員防災関係職員防災関係職員防災関係職員にににに対対対対するするするする防災教育防災教育防災教育防災教育防災関係機関は、その所属職員に対して、災害時における適正な判断力を養い、防災活動を的確に遂行できるよう、講習会、研修会等の実施及び防災知識の手引書を配布して、防災知識の普及徹底を図る。第第第第３３３３ 一般住民一般住民一般住民一般住民にににに対対対対するするするする防災知識防災知識防災知識防災知識のののの普及普及普及普及防災関係機関は、以下のような住民向けの防災教育を実施する。１ 広報媒体等の利用防災関係機関は、住民に対して、ラジオ、テレビ、新聞、県・市町村広報紙、インターネット等を通じて、防災知識の普及を図る。
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２ 講習会・講演会等の開催防災関係機関は、講習会・講演会等を適宜開催し、防災知識の普及を図る。３ パンフレット等の作成防災関係機関は、防災に関するパンフレット等を作成し、住民に配布して、防災知識の普及を図る。４ 視聴覚教材の貸出防災関係機関等は、防災に関する映画フィルム、ビデオテープ等の整備に務め、これらの貸出しを実施して防災知識の普及を図る。５ 防災器具・災害写真等の展示防災関係機関は、防災器具、災害写真等を適当な場所に展示して、防災意識の高揚を図る。６ 被災者等への的確な情報伝達活動防災関係機関は、災害時における放送事業者及び通信事業者等による被害に関する情報、被災者の安否情報等の収集・伝達が効果的、効率的に図られるよう、平常時より関係機関との連携に努めるとともに、安否情報の確認手段についての普及啓発に努める。７ 起震車による地震体験県は、起震車を市町村、消防機関に貸し出して、防災意識の高揚を図る。８ 県政出前トークの活用県は、県政出前トークを活用し、防災意識の高揚を図る。第第第第４４４４ 学校教育学校教育学校教育学校教育県及び市町村は、学校教育を通じて児童・生徒に対して、地震災害に対する知識の普及を図るとともに、平成７年９月県教育委員会発行の指導資料「地震と安全 －幼児児童生徒の安全確保をめざして－」を参考としながら、避難訓練を実施する等、防災意識の高揚を図る。第第第第５５５５ 防災上重要防災上重要防災上重要防災上重要なななな施設施設施設施設のののの管理者等管理者等管理者等管理者等のののの教育教育教育教育県及び市町村は、防災上重要な施設の管理者等に対し防災教育を実施して、防災知識の普及啓発を図る。また、防災上重要な施設の管理者は、防災関係機関と協力して防災訓練、安全講習会等を通じて職員の防災意識の高揚を図り、出火防止、初期消火、避難誘導等災害時における的確な行動力を養い、自主防災体制の整備を図る。（資料編「防火管理者の選任を要する防火対象物」参照）
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第第第第２２２２節 自主防災組織節 自主防災組織節 自主防災組織節 自主防災組織のののの育成育成育成育成にににに関関関関するするするする計画計画計画計画地震による被害を防止・軽減するには、県民一人ひとりによる防災対策の実践に加え、災害時に地域住民が連携して救出・救護などの防災活動が実施できるよう、平常時から自主防災組織の組織率向上と活動の活性化への積極的取組みが重要である。第第第第１１１１ 地域住民等地域住民等地域住民等地域住民等のののの自主防災組織自主防災組織自主防災組織自主防災組織１ 実施機関等（１）県は、市町村の自主防災組織の育成強化のための取り組みを指導、支援する。（２）市町村長は、災害対策基本法第５条第２項の規定に基づき、自主防災組織の充実を図り、当該市町村における地域防災のための住民活動の推進に努める。（３）県民は、災害に備えるための手段を講じると共に、自主防災組織等の防災活動に積極的に参加し、防災に寄与するよう努める。２ 自主防災組織の活動（１）防災計画自主防災組織は、それぞれの組織において災害を予防し、災害による被害を軽減するため、効率的な活動ができるよう、あらかじめ下記事項を記載した防災計画を定めておくものとする。① 地域及びその周辺の危険が予想される箇所の点検及びその状況と対策に関すること。② 地域住民の任務分担に関すること。③ 防災訓練の時期、内容等及び市町村が行う訓練への積極的な参加に関すること。④ 防災関係機関、組織本部、各班及び各世帯の体系的連絡方法、情報交換に関すること。⑤ 出火防止、消火に関する役割、消火剤その他資機材の配置場所等の周知徹底、点検整備に関すること。⑥ 避難場所、避難道路、避難の伝達、誘導方法、避難時の携行物資に関すること。⑦ 負傷者の救出、搬送方法、救護所の開設に関すること。⑧ 救助用資機材の配置場所及び点検整備に関すること。⑨ その他自主的な防災に関すること。（２）平常時の活動内容① 各防災に関する知識の向上② 防災関係機関・隣接の自主防災組織等との連絡③ 地域における危険箇所の把握④ 地域における消防水利
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⑤ 家庭における防火・防災等予防上の措置⑥ 地域における情報収集・伝達体制の確認⑦ 災害時要援護者の把握（「本章第１９節第３ 平常時における状況把握」参照）⑧ 避難地・医療救護施設の確認⑨ 防災資機材の整備、管理⑩ 防災訓練の実施 等（３）災害発生時の活動① 出火防止と初期消火② 負傷者の救助③ 地域住民の安否確認④ 情報の収集、伝達⑤ 避難誘導、避難生活の指導⑥ 給食、給水 等３ 育成強化対策県、市町村・消防本部は、自主防災組織率を高めるため、その育成を促進するとともに、指導を行い活動の活性化を図る。（１）県の育成強化対策県は、広域的な観点に立って、組織化及び組織活性化を支援するため、次の事業を推進する。① 市町村への自主防災組織率向上対策取組みの要請② 市町村等担当者研修会の実施③ 自主防災組織リーダーの養成④ 啓発資料の作成、映画・ビデオフィルム等の貸出⑤ 優良自主防災組織の表彰⑥ 自主防災組織向けパンフレット及びリーダーマニュアルの作成（２）市町村・消防本部の育成強化対策市町村及び消防本部は、自主防災組織に対する意識の高揚を図るとともに、その育成、指導を推進する。① 自主防災組織率向上対策計画の作成② 啓発資料の作成③ 講演会、講習会、研修会等の実施④ 活動拠点施設の整備⑤ 情報の提供⑥ 自主防災組織の結成、組織の活性化等の指導、助言⑦ 防災訓練の指導、支援
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（３）市町村地域防災計画で定めるべき事項① 実施責任者② 自主防災組織の育成方針及び方法③ 自主防災組織への指導、支援④ その他必要な事項第第第第２２２２ 事業所等事業所等事業所等事業所等のののの自主防災体制自主防災体制自主防災体制自主防災体制企業のトップから一般職員に至る職員の防災意識の高揚を図れるよう、県は企業防災のための条件整備に努める。従業員、利用者等の安全を守り、地域への災害の拡大を防止するとともに事業また、活動を維持できるよう、事業所等は次のような防災対策の実施に努める。① 建築物の耐震化、屋内の震災対策（オフィス家具等の転倒防止）② 物資の備蓄（救助用資機材、食料品関係等）③ 通信の確保（一般のＮＴＴ回線以外の通信手段）④ 企業情報の確保（サーバ等転倒防止、定期的なバックアップの実施）⑤ 自主的な防災組織の編成⑥ 防災計画、防災マニュアル（初動・安否確認）、ＢＣＰ等の作成⑦ 従業員への防災計画、防災マニュアル等の研修⑧ 従業員による大規模災害を想定した防災訓練の実施⑨ 従業員の帰宅困難対策⑩ 地域の自主防災組織との連携事業所等の持つ資源や特性を生かし、組織力を活用した地域活動への参加等
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第第第第３３３３節 消防団員節 消防団員節 消防団員節 消防団員によるによるによるによる地域防災体制地域防災体制地域防災体制地域防災体制のののの充実強化計画充実強化計画充実強化計画充実強化計画第第第第１１１１ 消防団消防団消防団消防団のののの役割役割役割役割消防団は、地域住民を中心とした組織として、幅広い防災力と地域コミュニティとの連携を強化し、地域住民の被害軽減・安全確保に努める。第第第第２２２２ 他他他他のののの組織組織組織組織とのとのとのとの関係関係関係関係（１）常備消防との関係地域の防災力の柱となる常備消防との連携をさらに強化する。・消防防災に関する普及啓発、特別警戒等の予防活動・地震等の大規模災害時を想定した実践的な実働・図上訓練（２）自主防災組織との関係自主防災組織との連携をさらに強化する。・定期的な合同訓練等による連携強化・自主防災組織の活性化等を図る際の積極的な協力（３）事業所との関係団員を雇用している事業所の理解と協力を得るための取り組み、事業所の防災活動との連携のための取り組みを強化する。・特別の有給休暇（ボランティア休暇）や社内表彰等を活用する事業所に対して表彰制度を創設・充実・事業所の自衛消防組織との連携の促進（４）地域コミュニティとの関係将来を見据えた住民ニーズや地域の実情を踏まえつつ、地域コミュニティにおいて消防団の果たすべき役割を検討する。第第第第３３３３ 消防団員数消防団員数消防団員数消防団員数のののの確保確保確保確保（１）総団員数の確保消防団が、要員動員力等の特性を発揮するため、各地域の実情に応じた適正な団員数の確保を図る。（２）被雇用者（サラリーマン）団員の活動環境の整備就業構造の変化等に対応し、サラリーマン団員の活動環境の整備を図る。（３）女性団員の確保（４）若年層の入団促進と高齢化への対応（５）機能別分団員（大規模災害・予防広報等特定の活動を実施する分団員）の確保
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第第第第４４４４節 防災訓練計画節 防災訓練計画節 防災訓練計画節 防災訓練計画第第第第１１１１ 総合防災訓練総合防災訓練総合防災訓練総合防災訓練県及び市町村は、単独又は共同して、防災関係機関等の連携体制の強化及び住民の防災意識の高揚を図ることを目的として、防災関係機関等の参加と住民の協力を得て、通信、動員、本部運営、消防、災害警備、交通規制、避難、救助、応急復旧等さまざまな形態の個別訓練を基礎とした各種の訓練を総合的に実施する。第第第第２２２２ 個別防災訓練個別防災訓練個別防災訓練個別防災訓練県、市町村及びその他防災関係機関等は単独又は共同して、下記の防災訓練を実施する。（１）非常参集訓練（２）水防訓練（３）非常通信訓練（本章第７節「第７ 通信訓練」、「第８ 非常通信体制の充実強化」参照）（４）図上の訓練第第第第３３３３ 住民住民住民住民のののの訓練訓練訓練訓練（１）市町村災害時に住民組織が適切に行動できるよう、自主防災組織を中心とした救出救護、消火、避難等の訓練を適宜実施するものとする。その際、自力避難が困難な高齢者や障害者等の救助を考慮したものとする。（２）防火管理者学校、病院、駅、工場、事務所、興行場、百貨店、旅館・ホテル等の諸施設における消防法で定められた防火管理者はその定める消防計画に基づき、避難訓練等を毎年定期的に実施し、実効性のある消防計画及び自営消防体制の確保等を進める。（３）訓練の考え方訓練を行うにあたっては第２次奈良県地震被害想定調査報告書等を参考に大規模災害を想定したものとし、夜間・休日等実施時間を工夫する等様々な条件を設定するとともに、また、参加者自身の判断も求められる内容を盛り込むなど実践的な訓練となるよう努力するものとする。また、訓練後には評価を行い、計画や体制等についての課題等を明らかにし、適宜その改善を行うものとする。
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第第第第４４４４ 応援協定応援協定応援協定応援協定にににに基基基基づくづくづくづく合同訓練合同訓練合同訓練合同訓練県は、「近畿２府７県危機発生時等の相互応援に関する基本協定」及び「紀伊半島三県災害等相互応援に関する協定」をより実効性のあるものとするため、毎年、各応援協定に基づく合同訓練を実施又は訓練に参加する。（第３章第１０節「第７ 近畿２府７県危機発生時等の相互応援に関する基本協定」、「第９ 紀伊半島三県災害等相互応援に関する協定」参照）



第第第第５５５５節 防災体制節 防災体制節 防災体制節 防災体制のののの整備計画整備計画整備計画整備計画第第第第１１１１ 県県県県のののの活動体制活動体制活動体制活動体制県は、県域における総合的な防災対策を推進するため、平時から防災に係る組織体制の整備、充実に努める。１ 県庁舎等の機能強化災害応急対策活動に使用する県庁舎等については、その機能の強化を図る。２ 災害応急対策活動に従事する県職員用物資の備蓄大規模な災害時には、災害応急対策活動に従事する県職員の食料、水等の物資が確保できなくなることが想定されることから、県の災害応急対策活動を維持するため災害応急対策活動に従事する県職員用の物資の備蓄を推進する。３ 広域防災活動拠点の指定と整備県は、大規模災害時において救出救護、復旧活動の拠点となる下記の広域防災活動拠点を指定するとともに、関係機関相互の応援が円滑に行えるよう警察・消防・自衛隊等の部隊の展開、物資搬送等の救援活動拠点としての環境整備に努めるものとする。広域防災活動拠点は被災地外から被災地への人員や物資の集積、配送の拠点であるため広域的な交通上の利便の良いところを指定する。指定にあたっては、陸路により府県境から１時間以内で救援、復旧のための人員や物資が到達できることを基本とする。また、広域防災活動拠点の機能を補完するために、民間業者との協定締結や隣地の利活用により充実を図る。（１）拠点名称① 県営競輪場② 第二浄化センター③ 消防学校④ 吉野川浄化センター（２）機能① 緊急物資、復旧用資機材の備蓄② 地域内外からの物資の集積、配送拠点③ 救援、復旧活動に当たる機関の駐屯拠点第２次地震被害想定調査結果を踏まえ、想定する地震毎に被災地への円滑な救援物資の供給と想定される避難者数に対応した物資の集積面積について考慮する。４ 各部局における震災対策計画に基づくマニュアルの作成県の各部局（課）は、地域防災計画の内容に基づき災害時の応急対策活動を円滑に行えるよう災害対応マニュアルを作成し、職員に周知を図るものとする。特に、毎年の人事異動に伴う転入職員に対してその内容の周知徹底を図る。また、県の各部局は定期的に関係機関と連携した訓練等を実施することにより、マニュアルの実効性を高めるよう努める。



第第第第２２２２ 市町村市町村市町村市町村のののの活動体制活動体制活動体制活動体制市町村は、災害時に災害対策本部を速やかに設置できるよう災害対策本部室の場所、設置手順等を定めるとともに、職員の動員・配備・任務等をあらかじめ明確に定めるなど、それぞれの責務を遂行するために必要な活動体制を整備する。また、市町村は災害応急対策施設を備えた防災拠点（災害管理対策拠点等、「本章第２０節 緊急輸送道路の整備計画」参照）の整備に努める。第第第第３３３３ 地震観測体制及地震観測体制及地震観測体制及地震観測体制及びびびび地震調査研究地震調査研究地震調査研究地震調査研究のののの推進推進推進推進１ 地震観測（１）県が行う観測（震度情報ネットワークシステム）県は、地震発生時に防災関係機関が迅速に対応できるように県内各市町村に設置した計測震度計により観測された震度データを収集し、消防庁、奈良地方気象台へ送信している。（２）気象庁が行う観測気象庁は、地震発生時の震源要素の決定、地震及び津波に関する情報発表のため、地震計、計測震度計等を設置して観測しており、報道機関にも情報を提供している。（３）独立行政法人防災科学技術研究所が行う観測独立行政法人防災科学研究所は、全国１千箇所に強震計を設置し、被害を起こすような強い地震動をとらえ記録できる観測網（Ｋ－ＮＥＴ）を構築している。県内７箇所の観測点においては、気象庁発表の震度情報として公表している。２ 地震調査研究の推進県は、地震被害想定調査等の精度を向上させるために地盤データの収集や地下構造調査等が不可欠である。その為、ボーリングデータの収集・データベース化、県震度情報ネットワークシステムで記録した地震波形データの有効活用等、地震及び地震防災に関する観測、調査、研究を実施している国や大学等の研究機関と連携し、総合的に推進することとする。第第第第４４４４ 防災関係情報防災関係情報防災関係情報防災関係情報のののの共有化共有化共有化共有化地震発生時、防災関係機関が持つ被災・復旧情報、観測情報等を迅速、的確に収集する体制の整備を図るとともに、防災関係機関相互で情報の共有化を図る。
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第第第第６６６６節 航空防災体制節 航空防災体制節 航空防災体制節 航空防災体制のののの整備計画整備計画整備計画整備計画第第第第１１１１ 県消防防災県消防防災県消防防災県消防防災ヘリコプターヘリコプターヘリコプターヘリコプターのののの配備配備配備配備１ 県消防防災ヘリコプターの配備県は、災害時における情報収集、交通の途絶時の救急・救助・消火活動を迅速かつ的確に行うため、消防防災ヘリコプター「やまと２０００」を平成１２年８月に配備し、平成１２年１２月から運用している。（１）機 種 ベル式４１２ＥＰ型（２）座 席 数 １５席（３）全備重量 ５,３９８㎏（４）巡航速度 ２００㎞/ｈ（５）主要装備 ビデオ録画装置、消火タンク・消火バケット（空中消火装置）、ホイスト装置（救助用吊上機）、カーゴフック（懸架装置）、救命用担架装置、機外拡声装置、照明装置、防振カメラ２ 運航体制の整備県は、県内消防本部から派遣された職員で構成する県防災航空隊において、消防防災ヘリコプターに装備する資機材の充実を図り、迅速かつ効果的な消防防災ヘリコプターの運航体制の保持に努める。３ 協力体制の確立県は、警察、他府県、自衛隊等他のヘリコプター保有機関と連携して救急・救助・消火活動が行えるよう密接な連絡調整を図る。また、次のような場合の災害応急活動等に支障をきたさないよう、引き続き各関係機関との協力体制、連携強化に努める。（１）本県の消防防災ヘリコプターが点検整備等で運航できないとき（２）災害の規模が大きく、他のヘリコプターの応援が必要なとき４ 市町村地域防災計画で定める事項市町村は、県消防防災ヘリコプターの受入体制を整えるため、次の事項を市町村地域防災計画においてあらかじめ定める。（１）要請担当窓口（２）派遣要請手続き（３）ヘリコプター臨時離着陸場の指定（４）その他必要な事項
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第第第第２２２２ 奈良県奈良県奈良県奈良県ヘリポートヘリポートヘリポートヘリポートのののの整備整備整備整備奈良県ヘリポートは、関係基準等に基づき建設されているが、災害等により外部から物資搬入が一時的に途絶えても、ヘリポートの機能を維持できるよう以下の施設を設置する。１ 給油施設航空燃料の補給が一時的に途絶えた場合を想定し、県消防防災ヘリコプター等の活動が一定時間可能となる燃料を備蓄する。２ 自家発電装置送電が一時的に停止した場合を想定し、送電が復旧するまでの間に対応できる自家発電装置を設置する。第第第第３３３３ 緊急緊急緊急緊急ヘリポートヘリポートヘリポートヘリポートのののの整備整備整備整備１ 市町村はあらかじめヘリコプターの災害活動用緊急ヘリポートを確保し、市町村地域防災計画に記載する。２ ヘリポート施設の管理者は、現地において当該施設が緊急ヘリポートである旨の表示につとめる。３ 県及び自衛隊は、災害活動用緊急ヘリポートにおけるヘリコプターの利用可能状況を調査する。４ 県及び市町村は、新規の災害活動用緊急ヘリポートについて着陸適地であるか調査を行い、その拡充を図る。
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第第第第７７７７節 通信体制節 通信体制節 通信体制節 通信体制のののの整備計画整備計画整備計画整備計画第第第第１１１１ 県県県県のののの情報通信施設等情報通信施設等情報通信施設等情報通信施設等１ 県防災行政無線施設（１）現 況県は、県と市町村及び防災関係機関相互問の災害時における迅速かつ的確な情報の収集、伝達を確保するため、衛星系回線と地上系回線の２ルートを組み合わせた、県防災行政通信ネットワークシステムの整備を行い、平成１５年４月から運用している。また、衛星系回線は自治体衛星通信機構地域衛星通信ネットワークに参画している他の都道府県やその配下の市町村等と通信が可能となっている。（２）災害予防計画① 各無線局の設備及び各機器について、保守点検を行い、常に各機器を最良の状態に保持させるとともに、耐災性の向上に努める。② 機器操作及び通信要領の習熟を目的に、情報伝達訓練等を定期的に実施する。２ 非常災害時緊急連絡用無線（中央防災無線）非常災害時緊急連絡用無線は、大地震発生時等の緊急時における国との情報連絡手段を確保し、内閣総理大臣官邸及び国の非常対策本部と県災害対策本部室を直接結び、迅速な情報交換や意志決定を図るため、地上系無線通信網を平成７年１２月から運用している。３ 消防庁消防防災無線県と国土交通省奈良国道事務所間に多重無線通信回線を整備し、国土交通省通信施設の共用を図り、県と総務省消防庁、国土交通省及び各都道府県間を結ぶ地上系無線通信網として運用を行っている。第第第第２２２２ 市町村防災行政無線施設市町村防災行政無線施設市町村防災行政無線施設市町村防災行政無線施設１ 現 況平成１９年３月末現在、本県における市町村防災行政無線の整備状況は、県内３９市町村の内３４市町村で整備済みである。
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２ 災害予防計画(１)迅速な緊急地震速報の伝達のため、伝達体制及び通信施設・設備の整備に努める。（２）各無線局の設備及び各機器について、保守点検を行い、常に各機器を最良の状態に保持させるとともに、耐災性の向上に努める。（３）自家用発動発電機の空冷化をはじめとした非常用電源設備の高度化に努める。（４）機器操作及び通信要領の習熟を目的に、情報伝達訓練等を定期的に実施する。３ 整備計画（１）未整備の市町村にあっては、同報系（戸別受信機を含む）及び移動系各デジタル無線網並びに有線系や携帯電話も含めた多様な手段の導入整備に努める。（２）整備済みの市町村にあっては、無線網の拡充・強化及び更新（戸別受信機を含む）並びにデジタル化等に加え有線系・携帯電話も含めた多様な手段の整備に努める。（３）整備にあたっては、設備の耐災性の向上に努める。（資料編「防災業務施設整備計画資料」参照）第第第第３３３３ 消防無線施設消防無線施設消防無線施設消防無線施設消防機関は、各地域の災害状況をいち早く把握し、迅速的確な災害応急活動を実施するため、地震が発生した場合に予想される通信施設の災害に対処し、通信の途絶防止対策及び復旧対策の強化、確立に努める。第第第第４４４４ 電信電話施設電信電話施設電信電話施設電信電話施設ＮＴＴ西日本は、地震災害等が発生した場合に電気通信設備の被害を未然に防止するため、災害に強い信頼性の高い通信設備の構築並びに災害対策機器類の配備等の電気通信設備等の防災に関する災害業務計画を策定し、実施するものとする。また、災害が発生し又は発生の恐れがある場合に重要通信を疎通させるための通信手段を確保するものとする。県、市町村及び防災関係機関は、災害時優先電話についてＮＴＴ西日本に加入電話が災害時優先措置されるよう申し出ておくものとする。
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第第第第５５５５ 放送施設放送施設放送施設放送施設日本放送協会及び奈良テレビ放送等は、施設の耐震強化、非常用放送設備の確保、連絡通信手段の確保を積極的に推進する。また、大規模災害を想定した防災計画に基づく災害対策の円滑、適切な実施に向けて、放送設備の保守点検や災害訓練等を定期的に実施する。第第第第６６６６ そのそのそのその他他他他のののの通信施設通信施設通信施設通信施設通信施設を保有する防災関係機関は、各種の災害が発生した場合に予想される通信施設の災害に対処し、通信の途絶防止対策及び災害復旧対策の強化、確立に努める。第第第第７７７７ 通信訓練通信訓練通信訓練通信訓練県及び市町村等は、非常災害時において各種通信手段が円滑に運用されるよう平素から意思疎通に努めるとともに、特定の職員以外でも通信機器の基本的な操作ができるよう定期的に通信訓練を実施する。第第第第８８８８ 非常通信体制非常通信体制非常通信体制非常通信体制のののの充実強化充実強化充実強化充実強化県をはじめとした自営の通信施設を保有する機関は個々の通信体制の充実強化に努めるとともに、電波法第７４条第１項に規定する通信及びその他非常時において用いられる必要な通信（以下、合わせて「非常通信」という。）の円滑な運用を図るため、各機関相互の協力による非常通信体制の整備、充実に努める。県、市町村及び防災関係機関は災害時の非常通信の円滑かつ効率的な運用を図るため、各機関相互の協力による通信訓練を実施し、平時より非常通信の習熟に努める。
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第第第第８８８８節 地震火災予防計画節 地震火災予防計画節 地震火災予防計画節 地震火災予防計画第第第第１１１１ 出火防止出火防止出火防止出火防止・・・・初期消火初期消火初期消火初期消火大地震による被害は、建築物や構造物の破壊だけでなく、多くの場合地震に起因して発生する火災によるところが大である。したがって震災被害を最小限に軽減するために、県及び市町村は次の対策を実施する。１ 各種集会、広報媒体等を通じ、出火防止に関する知識、初期消火の技術指導の普及を図る。２ 起震車の利用促進を図り、出火防止の体験実習を行う。３ 震災時における初期消火の実効性を高めるために、家庭、地域、事業所等に消火器、消火バケツを普及する。４ 地域及び事業所等において自主的な防災組織を編成し、消防機関の指導の下に消火訓練を通じて、出火防止及び初期消火の知識、技術を習得し、震災時に備える。（「本章第２節 自主防災組織の育成に関する計画」参照）第第第第２２２２ 火災拡大要因火災拡大要因火災拡大要因火災拡大要因のののの除去除去除去除去１ 建築物不燃化対策市街地大火の防止のため、県等は次の建築物不燃化対策を実施する。（１）県は、市街地における建築物の不燃化を進めるために、防火地域・準防火地域未指定の市町村に指定を指導するとともに、「密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律」等の適用、市街地再開発関連事業の推進等による防災性能の向上に努める。（２）県及び建築主事を置く市は、防火地域・準防火地域の指定外の地域内の建築物の新築、増改築に際し、建築確認申請受付時に、建築物の不燃化について建築基準法の防火規定に準じた指導を行う。（３）県及び建築主事を置く市は、百貨店、旅館等の不特定多数の人が利用する既存特殊建築物の防災性能を常時適正に確保するために、防災・避難施設等の調査点検及び建築基準法第１２条に基づく定期報告制度の活用により、建築物の安全性確保と施設改善を指導する。２ 消防活動対策県及び市町村は消防活動が困難である区域の解消に資する道路の整備に努める。（「本章第１１節 都市の防災構造の強化計画」参照）
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第第第第３３３３ 消防力消防力消防力消防力・・・・消防水利等消防水利等消防水利等消防水利等のののの整備整備整備整備「消防力の整備指針」（平成１２年１月２０日消防庁告示第１号）並びに「消防水利の基準」（昭和３９年１２月１０日消防庁告示第７号）を充足するため、次のとおり消防組織の充実を図り、消防施設等の整備に努める。１ 県は、消防施設強化促進法及び消防防災施設整備費補助金交付要綱及び消防防災設備整備費補助金交付要綱に基づく消防防災施設整備費補助事業及び消防防災設備整備費補助事業を促進するとともに、人員の碓保についての対策を推進する。２ 県及び市町村は、消防団の施設・整備の充実に努めるとともに、青年層・女性層の消防団への参加促進を図る等消防団の充実強化に努める。３ 市町村は、地域住民が発災直後において、円滑に初期消火を行うための、消防ポンプ自動車、小型動カポンプ付積載車等の消防設備の整備に努める。４ 市町村は、震災時の水道施設の破壊による消火栓の使用不能、防火水槽の破損等に対処するため、耐震性貯水槽又は飲料水の備蓄を考慮した飲料水兼用耐震性貯水槽の計画的な整備を進めるとともに、農業用水、プール、井戸等の自然水利の確保に努め、水利の多元化を推進する。第第第第４４４４ 救急救急救急救急・・・・救助体制救助体制救助体制救助体制のののの整備整備整備整備１ 市町村は、救急隊員・救助隊員の専任率の向上を図るとともに、救急・救助の高度化を図るため、高規格救急自動車の整備拡充、救助工作車・救助用資機材・救急業務高度化資機材・高度救助用資機材の整備及び救急救命士の活用に努める。２ 市町村は、住民に対して心肺蘇生法などの応急手当に関する知識・技能の普及を推進する。３ 市町村は、震災時に救急隊員が救護所等において負傷者のトリアージが適切に実施されるよう研修の実施に努める。（注）「トリアージ」については、「第３章第９節第４救急救助活動」参照４ 市町村は、地域住民が地域レベルでの防災活動の用に供するため、エンジンカッター、チェーンソー、ジャッキその他救助活動に必要な資機材の整備を促進する。５ 市町村は、自らが保有する救助資機材だけでは不足する場合に備えて、民間団体の重機等の提供が受けられるよう協力体制の整備に努める。
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第第第第５５５５ 航空消防防災体制航空消防防災体制航空消防防災体制航空消防防災体制のののの推進推進推進推進１ 県は、震災時における情報収集、交通の途絶時の救急・救助・消火活動を迅速かつ的確に行うため、消防防災ヘリコプターの活用を図る。２ 県は、消防防災ヘリコプターに装備する資機材の整備充実、ヘリコプター応援協定県相互の連携等消防防災ヘリコプターの運用に効率的な環境整備に努める。３ 県は、震災時において自衛隊、警察等他のヘリコプター保有機関と連携して救急・救助・消火活動が行えるよう密接な連絡調整を図る。
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第第第第９９９９節 危険物施設等災害予防計画節 危険物施設等災害予防計画節 危険物施設等災害予防計画節 危険物施設等災害予防計画第第第第１１１１ 危険物施設危険物施設危険物施設危険物施設県、消防機関及び危険物施設の管理者等は、地震に起因する危険物の火災、流出事故等の災害の発生を予防するため、消防法に基づき関係者及び事業所に対する取り締まり並びに保安対策の強化に努める。１ 県、消防機関が実施する対策（１）関係機関は、危険物施設及び貯蔵されている危険物の種類、数量の把握を徹底する。（２）関係機関は、立入検査等を実施し関係法令を遵守させる。（３）関係機関は、危険物施設の設置又は変更の許可にあたって、地震による影響を十分考慮した位置及び構造とするよう指導する。（４）関係機関は、既設の危険物施設について、施設の管理者に対し地震発生時の安全確保について再点検を求めるほか、必要に応じ改修、改造、移転等の指導、助言を行い、耐震性の向上を図る。（５）関係機関は、危険物関係職員及び施設関係者に対して関係法令及び災害防除の具体的方法について視聴覚教育を含む的確な教育を行う。（６）消防機関は、化学消防自動車等の整備に努め、化学消防力の強化を図る。２ 危険物施設の管理者が実施する対策（１）危険物取扱事業所は、次のとおり自主防災体制を整備する。① 防災資機材の整備及び化学消火剤の備蓄② 自主的な防災組織の結成③ 保安教育の充実④ 防災訓練の実施（２）危険物取扱事業所は、施設の基準や定期点検の規定を遵守するとともに、設置地盤の状況を調査し耐震性の強化に努める。また、大規模な危険物施設を有する事業所等は、地域住民に対する安全を図るため防火壁、防風林、防火地帯等の設置を検討する。（資料編「危険物規制対象物」参照）
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第第第第２２２２ 高圧高圧高圧高圧ガスガスガスガス・・・・ＬＰＬＰＬＰＬＰガスガスガスガス施設施設施設施設県及び高圧ガス・ＬＰガス事業者等は、地震等に起因し発生するガス爆発等の一次災害を防止し、さらに公共の安全を確保するため、「高圧ガス保安法」、「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」及び「ガス事業法」に基づき、次の保安対策の計画及び実施に努める。１ 県が実施する対策（１）高圧ガス製造施設等の保安検査及び立入検査を実施し、法令で定める技術上の基準に適合するよう指導・取締りを行うとともに自主保安検査の励行を推進する。（２）高圧ガス製造施設等の耐震性の強化及び安全確保について、必要に応じ改善、移転等の指導、助言を行い耐震性及び安全確保の向上を推進する。（３）消費者保安対策の中核推進者であるＬＰガス販売事業者に対して、立入検査を実施し、法令遵守の指導を通じて、業務の適正化を確保し事故防止の徹底を図る。（４）ＬＰガス販売事業者に代わり、消費設備等の調査、点検を実施するＬＰガス保安センターの調査員の資質の向上を図るための講習会を開催する。（５）ＬＰガス販売事業者、液化石油ガス設備士を対象とした保安講習会に講師を派遣し、保安意識の高揚を図る。（６）高圧ガス保安活動促進週間等において優良製造所、優良販売事業所、保安功労者等の表彰事業を実施し、自主保安意識の高揚を図る。２ 高圧ガス事業者等が実施する対策（１）高圧ガス設備の架台、支持脚等を補強するとともに、緊急遮断弁、エンジンポンプ、バッテリー等保安設備の日常点検を強化し、機能を正常に維持する。（２）ＬＰガス漏洩による事故・災害を未然に防止するため、一般消費者等に対してガス漏れ警報器、自動ガス遮断装置、耐震ガス遮断装置等安全機器の設置を推進するとともに、災害時の対処方法等について周知徹底をする。（３）ＬＰガス販売事業者は、その貯蔵施設内のＬＰガス容器の収納あるいは移動の際、転倒転落防止に常に留意し、同施設等におけるＬＰガス漏出事故発生防止を徹底する。（４）（社）奈良県高圧ガス保安協会の支部を単位とする地域防災活動組織の充実を図り、災害時の応援体制を強化するとともに、防災資機材の確実な備え付け等整備の充実強化に務める。また、管轄消防機関、警察署及び防災関係機関への応援協力体制を充実強化する。（５）従事者の保安教育を徹底し、資質の向上と緊急時対応能力の増進に努める。（資料編「ガス災害予防計画資料」参照）
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第第第第３３３３ 火薬類施設火薬類施設火薬類施設火薬類施設県は、火薬類による災害の発生を未然に防止するため、「火薬類取締法」に基づき、公安委員会等の協力のもと、煙火製造事業場、火薬類販売事業所及び火薬類消費場所に対する取り締まり並びに保安指導に努める。１ 県及び火薬類関係団体が実施する対策（１）煙火製造事業場、火薬類販売事業所、火薬類消費場所等に対して保安検査、立入検査を実施し、法令遵守の徹底を通じ保安確保の強化に努める。（２）煙火製造事業場、火薬類販売事業所、火薬類消費者等に対して、保安確保のための保安教育講習会の開催、危害予防週間等を通じ、火薬類に関する防災上必要な知識の周知徹底に務め、併せて保安意識の高揚を図る。２ 製造・販売等事業者、消費者が実施する対策（１）事業者等は、年間の保安教育計画を策定し、従業員及び従事者等に対し定期に保安教育を実施し、火薬類の保安の確保及び災害の防止に努める。（２）事業者は、施設の定期自主検査を実施し、施設の安全管理の徹底を通じ、災害の予防に努める。（資料編「火薬類災害予防計画資料」参照）第第第第４４４４ 毒物毒物毒物毒物・・・・劇物保管施設劇物保管施設劇物保管施設劇物保管施設県は、地震により発生する毒物・劇物の流出等の一次災害を防止し、公共の安全を確保するため、毒物及び劇物取締法に基づき必要な取り締まり並びに指導に努める。１ 毒物・劇物営業者に対し当該保管施設について防災を考慮し、耐震化を図るとともに、流出による被害防止を図るよう指導する。また、シアン化合物を業務上取り扱っている電気メッキ業者等に対し、保管、管理等を指導する。２ 毒物・劇物製造業者、販売業者等の取扱責任者の研修を実施し、保安教育の向上を図る。３ その他毒物及び劇物を業務上多量に取り扱う業者の把握に努め、指導体制の確立を図る。（資料編「毒物・劇物災害予防計画資料」参照）
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第第第第５５５５ 放射性物質施設放射性物質施設放射性物質施設放射性物質施設県は、地震に起因する放射性物質汚染等の一次災害を予防するため、医療法に基づき、Ｘ線装置、診療用放射線照射装置等を使用する病院、診療所の規制並びに管理運営指導に努める。また、消防機関は、放射性物質施設で取り扱っている放射性物質等の使用形態、種類及び数量等の実態について事前調査を行い、消防活動が有効かつ的確に遂行できるように努める。
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第第第第１０１０１０１０節 建築物等災害予防計画節 建築物等災害予防計画節 建築物等災害予防計画節 建築物等災害予防計画第第第第１１１１ 県有建築物県有建築物県有建築物県有建築物のののの耐震性耐震性耐震性耐震性のののの確保確保確保確保県有建築物は、災害発生時に防災上の活動拠点として重要な役割を担っていることから、耐震安全性の分類及び目標を定め、施設それぞれが受け持つ役割に応じた耐震性の確保に努める。１ 災害時に活動上重要な建築物県有施設のうちの次の（１）から（１０）までに掲げる建築物等については、災害時に活動上重要な建築物として、その新築にあたっては、次表（Ⅰ）及び（Ⅱ）に示す耐震安全性の分類及び目標に基づき耐震性能の確保を図る。また、既存建築物については、各施設管理者が同じく耐震安全性の分類及び目標を踏まえて耐震性の調査を行い、耐震性能の確保及び必要な補強を図る。（１）災害時に応急対策活動の拠点施設となる県庁舎、総合庁舎、土木事務所等（２）災害時に応急対策活動の重要な役割をもつ警察署、交通管制センター等（３）災害時に応急対策活動の役割をもつ（１）及び（２）以外の建築物（４）災害時に救護活動の拠点施設となる病院、保健所（５）避難所と位置づけられた高等学校の体育館等（６）放射性物質もしくは病原菌類を貯蔵又は使用の用に供する建築物で試験研究施設等（７）危険物（石油類、高圧ガス、毒物、劇物、火薬類等）を貯蔵又は使用の用に供する建築物で試験研究施設等（８）多数の者が常時日常的に利用する施設となる高等学校等、社会福祉施設（心身障害者福祉センター等）、文化会館（９）多数の者が利用する（８）以外の建築物（１０）その他の県有建築物は上記（１）～（９）以外の建築物２ 県有建築物の適正な維持管理県は、非常災害時の速やかな応急活動を図るため、耐震性を含め、あらかじめ県有建築物のデ－タを収集・整理し、蓄積を行う。（資料編「県有建築物の防災上の用途による分類」参照）
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（ Ⅰ） 耐震安全性の分類 耐震安全性の分類分 類 活 動 内 容 構造体 非構造部材 建築設備災 災 達 （１）災害時に応急対策活動の拠点害 害 等 施設 Ⅰ類 Ａ類 甲類応 対 の急 策 た対 の め （２）災害時に応急対策活動の重要策 指 の な役割をもつ施設 Ⅱ類 Ａ類 甲類活 揮 施動 、 設に 情 （３）災害時に応急対策活動の役割必 報 をもつ（１）及び（２）以外の Ⅲ類 Ｂ類 乙類要 伝 施設な施設 救 設護 （４）災害時に救護活動の拠点施設 Ⅰ類 Ａ類 甲類施(５)避難所と位置づけられた施設 Ⅱ類 Ａ類 乙類人 （６）放射性物質もしくは病原菌類命 確 を貯蔵又は使用する施設 Ⅰ類 Ａ類 甲類及 保び が部 特 （７）危険物（石油類、高圧ガス、品 に 毒物、劇物、火薬類等）を貯蔵 Ⅱ類 Ａ類 甲類の 必 又は使用する施設安 要全 な （８）多数の者が常時日常的に利用性 施 する施設 Ⅱ類 Ｂ類 乙類設 （９）多数の者が利用する（８）以外の施設 Ⅲ類 Ｂ類 乙類（１０）その他（１）から（９）以外の施設 Ⅲ類 Ｂ類 乙類＊耐震安全性の分類は、官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説から引用
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（Ⅱ） 耐震安全性の目標部 位 分類 耐 震 安 全 性 の 目 標Ⅰ類 大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標として、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られていること構 造 体 Ⅱ類 大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用できることを目標とし、人命の安全確保が図られていることⅢ類 大地震動による構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全体の耐力の低下は著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図られていること大地震動後、災害応急対策活動や被災者の受入を円滑に行うＡ類 うえにおいて支障となったり、危険物の管理上支障となる建築非構造部材の損傷、移動等が発生しないことを目標とし、人命非構造部材 の安全確保が図られていることＢ類 大地震動により構造体の部分的な損傷、移動等が発生する場合でも、人命の安全確保と二次災害の防止が図られていること大地震動後、人命の安全確保及び二次災害の防止が図られて甲類 いるとともに、大きな補修をすることなく、必要な設備機能を建 築 設 備 相当期間継続できること乙類 大地震動後、人命の安全確保及び二次災害の防止が図られていること＊耐震安全性の目標は、官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説から引用
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第第第第２２２２ 市町村市町村市町村市町村のののの建築物建築物建築物建築物のののの耐震性耐震性耐震性耐震性のののの確保確保確保確保県は防災拠点となる役場等の庁舎、被災者の救護活動を担当する地域の医療機関のうち中心的な役割を果たす病院、避難所となる学校、体育館、公民館等の新築については「官庁施設の総合耐震計画基準」に準ずるよう、また、当該既存建築物についても同「基準」に基づく耐震診断及び耐震補強の実施を推進するよう市町村を指導する。なお、既存建築物のうち、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に規定する「特定建築物」に該当するものを所有する市町村に対して、当該特定建築物について耐震診断を行い、必要に応じ、耐震改修を行うよう必要な指導及び助言を行う。第第第第３３３３ 一般建築物等一般建築物等一般建築物等一般建築物等のののの耐震診断耐震診断耐震診断耐震診断・・・・改修改修改修改修のののの促進促進促進促進平成１９年３月に策定した奈良県耐震改修促進計画に基づき、以下の取り組みを行う。１ 耐震性向上の普及、啓発県及び市町村は、既存建築物の耐震性の向上のため、広報の充実、相談窓口の設置等により広くわかり易く耐震知識、耐震診断・改修の必要性、補強技術等の普及、啓発を図る。２ 公共建築物の耐震診断・改修の推進県有建築物については、耐震改修等整備プログラムを策定し、この耐震化実施計画に基づき耐震化を図る。なお、耐震診断の実施状況や実施結果をもとに、県有建築物の耐震性等の公表を行う。市町村有建築物は、その所有又は管理に係る公共建築物について、耐震診断を計画的に実施し、その結果耐震改修が必要と認められたものについては耐震改修の実施に努める。３ 民間建築物の耐震診断・改修の推進県及び市町村は、民間建築物について建築物の重要度を考慮しつつ、災害時に重要な機能を果たすべき建築物の所有者に、耐震診断・改修についての自助努力を促すとともに、耐震診断助成制度の充実を図る。また、民間団体等を構成員とする奈良県住宅・建築物耐震化促進協議会において耐震技術者を派遣する研修会等を通じて情報提供することにより耐震診断・改修の必要性の普及啓発に努める。特に、避難住民の安全性を確保すべき避難経路及び震災後の復旧用緊急物資等の輸送経路となる緊急輸送幹線道路沿いの既存建築物、救援活動の拠点となる指定地方公共機関の既存建築物等については、定期報告制度も活用し、耐震性能の向上に努めるよう指導すると共に、市街地の防災性能の向上に寄与する耐震改修の促進に努める。
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４ 木造住宅の耐震診断・改修の促進地震による人的被害の軽減のために重要な住宅の耐震化を進めるため、特に古い木造住宅の耐震診断・改修の促進に向けてガイドブックの作成、講演会の実施、耐震改修事例集の作成などにより指導・啓発を行うとともに、耐震診断・耐震改修の助成制度の充実を図る。５ 重点促進区域における耐震診断・改修の促進地震災害に強いまちづくりを進めるため、緊急輸送路や避難路に沿った地区、災害時に重要な機能を果たすべき建築物が多く立地する地区、木造住宅が密集する出火危険度及び延焼拡大度の高い地区など地震防災対策上重要な地域（重点促進区域）においては、耐震診断・耐震改修の誘導に加えて、防災上安全な市街地の面的整備の推進に努める。６ 技術者の養成等県は、市町村及び建築住宅関係団体と協力し、耐震診断及び補強に関わる民間技術者の知識及び技術の向上を図るため、講習会の実施、技術資料の作成等に努めるほか、これらの技術者を認証・登録することにより、改修についての技術レベルの確保と向上を図る。第第第第４４４４ 文化財建造物等文化財建造物等文化財建造物等文化財建造物等のののの耐震性向上対策耐震性向上対策耐震性向上対策耐震性向上対策１ 耐震性能確保と防火対策の強化文化財建造物は、構造・材料を変更せず旧来の形状を保存維持することを旨としているため、現行の建築基準法に基づいた補強策が採用しがたい。このため、平成８年１月、文化庁において策定された「文化財建造物等の地震時における安全性確保に関する指針」及び平成１１年４月、文化庁において策定された「重要文化財（建造物）耐震診断指針」に則し、耐震性能の確保と防火対策の強化を図る。また、県は文化財所有者若しくは管理者に対し、建物内外の良好な環境保全を図るよう指導する。２ 災害時の応急対応体制の確立県は、災害発生時において、指定文化財の所有者または管理者及び市町村から被害状況を収集し、県の文化財建造物修理技術職員により早急に被害状況の詳細確認を行うための対応マニュアルを策定する。文化財建造物は倒壊しても構成部材が焼失・廃棄されない限り旧状への復旧が可能
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であるが、破損した部材が消火・救援活動の妨げとなり廃棄されるおそれがある。このため、県は文化財建造物の滅失を防ぐ必要性から、文化財保護関係者に対しては応急対応を指導する。また、消防機関等の防災関係機関に対してはあらかじめ文化財の所在・形状・員数等の情報を提供し、応急対応についての協力要請を行う。（資料編「文化財災害予防計画資料」参照）第第第第５５５５ コンピュータコンピュータコンピュータコンピュータのののの安全対策安全対策安全対策安全対策県及び市町村は、自ら保有する重要な情報システムについて耐震補強、機器の落下倒壊の防止、データの安全な場所での保管などの所要の安全対策の実施に努める。第第第第６６６６ ブロックブロックブロックブロック塀塀塀塀・・・・石塀対策石塀対策石塀対策石塀対策県は、ブロック塀等の被害で過去最も注目を集めた宮城県沖地震（１９７８年）を考慮し、ブロック塀等の倒壊による災害を未然に防止するために、都市防災上、通学路等を中心とした既存塀の改修も含め、ブロック塀等の耐震性向上を促進する。また、地震等による落下物からの危害を防止するため、市街地における窓ガラス、看板、タイル等の落下危険のあるものについて、その実態を防災査察、定期報告制度を活用して調査し、必要な改善指導を行う。第第第第７７７７ 家具等転倒防止対策家具等転倒防止対策家具等転倒防止対策家具等転倒防止対策県及び市町村は、地震発生時に一般家庭等に存する家具等什器の転倒による被害を防止するため、住民に対しリーフレット類を配布する等、家具類の安全対策の知識の普及を図る。第第第第８８８８ 応急危険度判定士養成及応急危険度判定士養成及応急危険度判定士養成及応急危険度判定士養成及びびびび支援体制支援体制支援体制支援体制・・・・実施体制実施体制実施体制実施体制のののの整備整備整備整備県は、余震による建築物の倒壊、部材の落下等により引き起こされる人命への危害（二次災害）を防止する目的で、応急的に被災建築物の被害の程度を調査し、その使用に際しての危険度を判定する応急危険度判定士の県登録者を１，０００人以上及び同様に被災宅地の被害を調査し、その宅地への立入りに際しての危険度を判定する被災宅地危険度判定士の県登録者を１００人以上確保するよう養成に努める。また、震災後の判定活動を速やかに実施できるよう、奈良県被災建築物・宅地応急危険度判定連絡協議会を通じて、被災市町村からの応急危険度判定の要請に即応できる体制（連絡網）を建築関係団体等を含めて構築し、県内の相互支援体制及び実施体制の整
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備についてさらなる検討を進める。府県境界を超えた相互支援体制の整備については、「全国被災建築物応急危険度判定協議会」及び「近畿被災建築物応急危険度判定協議会」で協議しており、平成９年度には住宅地図の相互保管を行っている。さらに、今後判定士の派遣、判定資機材の備蓄についても相互支援体制の整備を図る。
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第第第第１１１１１１１１節 都市節 都市節 都市節 都市のののの防災構造防災構造防災構造防災構造のののの強化計画強化計画強化計画強化計画第第第第１１１１ 防災防災防災防災ブロックブロックブロックブロックのののの強化強化強化強化地震による被害の発生又は拡大に密接する事項について、その現況及び将来の状況を総合的に勘案し、地震による災害を最小限にくいとめられるような「災害に強いまちづくり」を進めるため、都市の防災構造の強化を行う。また、集中的な被害を防止するため、多核型都市構造の形成や、効果的な救助活動等を行うため、体系的な防災拠点の配置を図り、これを結ぶ交通ネットワークの強化に努める。都市の耐震性の強化を図るとともに、震災時に市街地延焼の拡大を防止するため、市街地をブロック化し、延焼遮断帯をネットワーク状に配置し、隣接ブロックへ延焼しないような対策を講じることが重要である。このため、県、市町村は、市街地状況を考慮し、帯状の都市施設である道路、河川、緑道等を骨格として、必要に応じて都市防災総合推進事業等を活用し、建築物の不燃化を組み合わせた延焼遮断帯が形成されるようこれらの施設の整備促進に努める。第第第第２２２２ 防災空間防災空間防災空間防災空間のののの整備拡大整備拡大整備拡大整備拡大県、市町村は、防災空間として、公園・緑地、道路、河川等の都市施設の整備を促進し、都市全体の安全性の向上を図る。１ 公園・緑地の整備震災時における広域避難地、一次避難地となる防災公園の整備を推進するとともに、災害応急対策施設(備蓄倉庫、耐震性貯水槽等)の整備を図る。２ 道路の整備緊急輸送道路、避難路及び延焼遮断帯等の役割を果たす広幅員の幹線道路や区画街路の整備を行うとともに、代替ルートを確保した生活道路ネットワークの整備を促進する。また、通行空間の確保や都市災害の防止等の観点から、電線類の地中化を図る。３ 河川の整備震災時において一時集合場所や防災活動の拠点として、また、延焼防止の緩衝帯としての役割を持つ河川空間の整備促進に努める。
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第第第第３３３３ 市街地市街地市街地市街地のののの整備整備整備整備県、市町村は、市街地の面的整備(不燃化建築物の建築、道路、公園等の公共施設の整備等)を行い、面的な防災機能の向上を促進する。また、市町村は、防災上の観点より、建築物の壁面の後退、垣又は柵の構造制限等の地区計画や緑地協定を定め、敷地内空間の確保や民有緑地の保全・整備を推進する。１ 市街地再開発事業既成市街地において、土地の合理的かつ健全な高度利用と公共空地の確保等都市機能の更新を図るため、建築物・公共施設の整備を促進する。２ 土地区画整理事業既成市街地及びその周辺部において、健全な市街地の形成を図るため、道路・公園等の生活基盤施設と住宅地の一体的な整備を促進する。３ 住宅市街地総合整備事業老朽住宅の密集、公共施設の著しい不足を解消するため、居住環境・公共施設及び生活環境施設の整備を促進する。
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第第第第１２１２１２１２節 地盤災害予防計画節 地盤災害予防計画節 地盤災害予防計画節 地盤災害予防計画第第第第１１１１ 現況現況現況現況本県の地すべり危険箇所、急傾斜地危険箇所、山地災害危険箇所は県内全域に分布し、当該危険箇所が分布しないのは、大和高田市、安堵町、川西町、三宅町、田原本町、広陵町の６市町のみである。市町村別地盤災害危険箇所数市 町 村 名 地すべり危険箇所 急傾斜地危険箇所 山地災害危険箇所奈 良 市 １１ ３５４（ １） １７１大和郡山市 ２ １５ １１天 理 市 １１３ ８６橿 原 市 ３桜 井 市 ４ ３５３（ ７） １２２五 條 市 １６ ５１６（ ５） １７４御 所 市 ２ ７３ ７７生 駒 市 ２ １８０（１３） ２３香 芝 市 ４４（ ２） ２３葛 城 市 ３５（ ２） ４１宇 陀 市 １８ ８１６（２４） ３５１山 添 村 ５ １４９（ １） ７３平 群 町 ７３（ ５） ３６三 郷 町 ２ １６ １１斑 鳩 町 ９（ ２） １４曽 爾 村 ２ ５１ ５６御 杖 村 １ １０５ ７９高 取 町 １３４ ５１明 日 香 村 １ １４８ １８上 牧 町 １１ ６王 寺 町 ２ ２２（ ４） ６河 合 町 ９ ３吉 野 町 ２ ３７５ １０９大 淀 町 ２３２ ６９下 市 町 ５ ４２３ ９０黒 滝 村 ４ ６２ ９２天 川 村 ３ ９２ ８３野 迫 川 村 １ ３８ １０１十 津 川 村 ７ １８９（ ２） ３０２下 北 山 村 ４９ ７５上 北 山 村 ３９ ７０川 上 村 ９ ９８ ９１東 吉 野 村 ７ １２１ １３９計 １０６ ４,９４４（６８） ２,６５６(注)急傾斜地危険箇所数は自然斜面、人工斜面の合計数。（ ）は内数で人工斜面の数。
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第第第第２２２２ 地盤災害危険区域地盤災害危険区域地盤災害危険区域地盤災害危険区域のののの指定指定指定指定１ 地すべり防止区域県は、地震を誘因とした地すべりに備えるため、今後とも地すべり危険箇所の実態調査に努めるとともに、地すべり危険箇所の調査結果の周知を図り、人家、公共施設等を地すべり災害から守る。また、地すべり危険箇所のうち、きわめて危険度が高いものであって公共の利益に密接な関連を有する地域を地すべり防止区域に指定し、災害防止に必要な地すべり防止の諸施策を実施する。県及び市町村は、地すべり危険箇所の防災パトロール等を実施するとともに、地域住民に対する警戒、避難体制の整備を図る。（資料編「災害危険区域の指定計画資料 地すべり危険箇所」参照）２ 急傾斜地崩壊危険区域急傾斜地崩壊危険箇所は勾配が３０度以上の急峻な地形であり、地質にかかわらず地震により崩壊の危険はきわめて大きいため、県は、今後とも急傾斜地危険箇所実態調査に努める。また、危険度の著しく高いものから、急傾斜地崩壊危険区域に指定し、指定区域には、標柱及び標識板等を設置して地域住民に周知徹底を図るとともに、定期的に、防災パトロール等を実施し、崩壊危険区域の土地の維持管理及び保全について土地所有者を指導し、必要に応じて防災措置の勧告又は防災工事の施工等改善命令を行う。県は、崩壊防止工事については、「急傾斜地崩壊防止法」に基づく工事採択基準に適合し、土地所有者等が施工することが困難又は不適合と認められるもののうち、緊急度の高いもの及び地域住民の協力が得られるところから、崩壊防止事業を施工する。（資料編「災害危険区域の指定計画資料 急傾斜地崩壊危険箇所」参照）３ 山地災害危険区域県は、今後とも山地災害危険区域（山地崩壊危険箇所）の実態調査に努め、あわせて森林整備保全事業計画に基づき、山地崩壊危険地区及び崩壊土砂流出危険区域のうち、地況、林況、地質特性、保全対象等から危険度を判定し、緊急を要するものから順次防止工事を実施する。（資料編「山地災害危険地区（治山）」参照）
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４ ため池要整備箇所ため他の整備については毎年強力に実施しているが、なお数百箇所の要整備箇所が残っている。県の実施方針としては、ため池の決壊等による災害を未然に防止するため、堤、余水吐、樋管等、緊急整備を必要とするため池について、市町村等からの申請に基づき、国営総合農地防災事業、県営ため池整備事業、団体営ため池整備事業等で、整備を行う。また緊急を要するものについては適切な措置を講ずるとともに、家屋の密集している地域で地震防災上整備の必要なため池についても改修を進める。（資料編「ため池要整備箇所」参照）第第第第３３３３ 土地利用土地利用土地利用土地利用のののの適正化適正化適正化適正化１ 宅地開発等にかかる安全指導県及び市町村は、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、地震による宅地への災害を防止するため、より一層、「宅地造成等規制法」並びに「都市計画法」の適切な運用に努め、宅地の安全性の向上を図るとともに、大規模な宅地災害が発生した場合に、被災宅地危険度判定士により、被災状況の迅速かつ的確な把握を行い、二次災害を軽減・防止し住民の安全確保を図る。そのため、被災宅地危険度判定制度の体制整備を行い、被災宅地危険度判定士を養成し、近隣府県と相互支援を図りながら被災宅地危険度判定の実施体制整備に努める。また、宅地造成現場等の防災パトロールを強化し、危険箇所の応急工事の勧告または改善命令を発し災害の事前防止と環境の整備された良好な宅地に努めると共に、毎年５月を宅地防災月間として、啓発ポスター、パンフレットの配布など、広く県民に、宅地の安全性についての意識の高揚を図る。２ がけ地近接住宅移転県は、がけ地の崩壊による危険から住民の生命の安全を確保するため、がけ地に近接する危険住宅の移転を積極的かつ計画的に推進する。（資料編「宅地造成工事規制区域」参照）
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第第第第１３１３１３１３節 公共施設等予防計画節 公共施設等予防計画節 公共施設等予防計画節 公共施設等予防計画第第第第１１１１ 道路道路道路道路、、、、橋梁橋梁橋梁橋梁、、、、交通安全施設交通安全施設交通安全施設交通安全施設１ 整備計画県及び市町村は、緊急輸送道路のネットワークとしての道路機能の確保を図るため、耐震性の強化を図る整備を計画的に推進する。このため、当面は第３次地震防災緊急事業五箇年計画（平成18年度～平成22年度）により整備計画を定め、逐次整備を進める。２ 道路の整備地震による道路の被害は、切土部や山すそ部においては土砂崩落・落石等が、高盛土部では法面崩壊や地すべり等が予想される。このため、緊急輸送道路に指定された路線については、特に重点的に防災対策の強化を進める。（１）事業中及び今後事業実施予定の箇所については、耐震性を考慮した設計を行い、整備を進める。（２）その他の箇所については、道路防災総点検を実施し、補修等対策工事の必要箇所を指定して、緊急度の高い箇所から防災対策を進める。① 道路防災総点検落石等の自然災害により道路交通への被害の発生の恐れのある箇所を把握する。② 道路の防災防除工事道路防災総点検の結果に基づき、道路の防災工事が必要な箇所を指定し、その対策工事を実施する。３ 橋梁の整備橋梁は、道路機能を確保するために特に重要な道路施設であるため、緊急輸送道路ネットワークに指定された路線については、特に重点的に耐震性の強化を進める。（１）事業中及び今後事業実施予定の箇所については、「道路橋示方書・同解説（平成１４年３月改訂（社）日本道路協会）」に基づき整備を進める。（２）その他の箇所については、橋梁耐震点検調査を実施して補修等対策工事の必要な箇所を指定し、耐震性の強化を図るための補強整備を進める。４ トンネル・ロックシェッドの整備道路機能を確保するため、トンネル及びロックシェッドの安全点検を行い、緊急輸送道路に指定された路線のうち補修等対策工事の必要な箇所について、特に重点的に整備を進める。
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５ 道路付帯施設等の整備道路に付帯する各種施設の震災後の道路機能を確保するため、緊急輸送道路に指定された路線については、特に重点的に耐震性の強化のための整備を進める。（１）共同溝、電線共同溝震災後のライフラインの安全性の向上及び震災に強い道路空間を確保するため、緊急輸送道路ネットワークに指定された路線のうち、第３期電線類地中化５箇年計画に指定した箇所について、電線類地中化の整備を進める。（２）トンネル防災情報システム等の整備トンネル内の事故情報の速やかな収集を図るため、緊急輸送道路に指定された主要なトンネルについて、道路案内板、ラジオ再放送等のシステムの整備を進める。（資料編「道路」参照）６ 連絡体制の整備１ 職員の配備体制道路管理者は、災害の状況に応じ、応急対策に必要な職員の非常配備体制の整備を図る。２ 防災関係機関との応援体制（１）災害発生時は、警察、消防、自衛隊等防災関係機関との連携が重要である。そのため、事故情報、被害状況及び各機関の応急対策の実施状況等の情報を相互に共有し、有機的かつ迅速に対応出来る体制を整える。（２）道路災害による負傷者等が発生した場合に備え、道路管理者、医療機関及び消防機関等は、救助・救急・医療及び消火活動について平常時より機関相互間の連携強化を図る。第第第第２２２２ 河川管理施設河川管理施設河川管理施設河川管理施設１ 河川管理施設等の整備地震の発生により、河川管理施設、砂防施設等が破壊し、二次災害としての水害の発生が予想される。このため、河川管理施設等の管理者は、耐震点検基準等により、各施設の耐震度を点検し、補強等の対策を進める。なお、砂防施設管理者は、砂防施設のうち、重要な構造物については、地震防災対策特別措置法に基づく第３次地震防災緊急事業五箇年計画（平成18年度～平成22年度）を策定し緊急補強対策を進める。
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２ 災害復旧用資材の備蓄河川管理施設等の管理者は、地震により損害を受けた施設を速やかに応急修理出来るよう、災害復旧用資材の備蓄に努める。（資料編「河川」、及び「土石流危険渓流」参照）第第第第３３３３ 公園公園公園公園、、、、緑地緑地緑地緑地公園管理者は、避難所としての利用が予想される休憩所等の建築物及び施設周辺の危険箇所の点検を実施し、補強等の対策工事の必要な箇所について、緊急度の高い箇所から順次、対策事業の実施を図るとともに、避難所・避難路として機能出来るように整備を進める。併せて耐震性貯水槽、備蓄倉庫及び臨時ヘリポートとしての利用可能な広場等についても整備を進める。
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第第第第１４１４１４１４節節節節 ライフラインライフラインライフラインライフライン施設施設施設施設のののの災害予防計画災害予防計画災害予防計画災害予防計画第第第第１１１１ 上水道上水道上水道上水道１ 水道施設の耐震化水道事業者及び水道用水供給事業者(以下｢水道事業者等｣という)は、取水施設・浄水場・配水場・主要管路等重要度の高い基幹施設等について、施設の新設・拡張・改良と併せて計画的に耐震化を図る。また、老朽管路の更新は、耐震性の高い管材料、伸縮可とう継手の採用等に努めるものとし、併せて基幹施設の分散、系統多重化による補完機能の強化、配水ブロック（緊急遮断弁の設置）による被害区域の限定化等の事故時対策を進める。２ 水の融通体制の確立水道事業者等は、導水管路・送水管路及び配水幹線が地震で被害を受けると、その系統の全給水区域が断水となり大きな影響を受けるため、導水・送水及び配水幹線の各段階で異なる系統間との相互連絡を検討する。また、隣接市町村間及び隣接府県間等においても、協定を締結し、幹線の広域的な相互連絡や広域情報ネットワークの整備を行うことを検討する。３ 防災用資機材等の整備水道事業者等は、必要な資機材を把握し、あらかじめ調達方法・保管場所等を定める。また、緊急時において、適切な対応がとれるよう日頃から図面等の整備を図り、施設の現況を把握する。なお、資機材・図面等の保管は交通の便利な場所に適宜分散する。４ 給水データベースの整備市町村及び県は、給水車・給水タンク等給水機材の保有状況、支援可能人員等給水に必要なデータを整備する。第第第第２２２２ 下水道下水道下水道下水道下水道施設の設置者は、施設の新設、増設にあたっては、「下水道施設設計指針と解説」、「下水道施設地震対策指針と解説」に基づき耐震性を考慮した設計を行うとともに、新たに、耐震性向上のため開発される資機材、工法なども積極的に取り入れ、より耐震性のある施設にする。すでに稼働している施設については、下水道台帳を整備し、下水道台帳の電子化とバックアップを図る。また、震災時に必要最低限の処理ができるよう施設の耐震化を図るとともに、老朽化した施設の更新にあたっては、耐震性を考慮する。
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第第第第３３３３ 電気電気電気電気関西電力は、次の災害予防計画を実施する。１ 電力施設の保全および耐震性の確保（１）発電・変電設備① 主要機材の効果的な耐震構造化② 構造物の耐震設計の採用（２）送電・配電設備① 送電・配電設備の耐震設計の採用② 地中設備に係る不等沈下発生箇所の改修の実施③ 橋梁並びに建物取付部における耐震性管材料及び構造の採用④ 配電設備の地中化に関する総合的な都市整備と協調した計画的な整備の実施２ 電力の安定供給（１）電気設備予防点検電気設備に関する技術基準の定めるところに適合するよう定期的に当社工作物の巡視、点検（災害発生の恐れがある場合には特別の巡視）及び自家用顧客を除く一般顧客の電気工作物の調査を行うこととする。（２）通信設備の確保① 主要通信系統の２ルート化② 健全回線への切替えによる応急連絡回線の確保③ 通信用電源の確保④ 移動無線応援体制の整備⑤ 近畿地方非常通信協議会加入による地方各機関との相互協力（３）気象台等との連携地震発生に関する情報について気象台等との連携を密にし、的確な情報の収集及び伝達に努める。３ 公衆災害、二次災害の予防（１）電気工作物の適正管理対策① 樹木接触、看板接触等による漏電の防止措置② 引込巡視、顧客設備の定期調査の計画の策定③ 不良電気設備（需要家）の改修促進（２）災害時における感電並びに火災等の公衆災害、二次災害の防止対策① テレビ、ラジオ、新聞等の報道機関およびパンフレット、チラシ等の各種広報媒体を活用した電気保安上の注意点についての電気事故予防ＰＲ活動の実施② 自家用、特高需要家との連絡協調体制の確立、保安上の注意喚起の実施
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４ 資機材の確保・整備（１）資機材の確保・輸送地域的条件等を考慮して、緊急電力復旧のための発電機車をはじめ、応急復旧に必要とする災害対策用資機材等を必要数確保するとともに、輸送力確保のため、運送業者、航空業者その他と協調して、輸送力確保に万全を期する。（２）資機材の広域運営災害時の不足資機材の調達を迅速、容易にするため災害対策用資機材の規格の統一を電力会社間で進めるほか、他電力会社および電源開発株式会社と災害対策用資機材の相互融通体制を整備する。５ 防災訓練、防災教育の実施（１）訓練種類① 情報連絡訓練② 被害復旧訓練（２）訓練方法① 会社規模における総合訓練② 各級機関における総合又は部門別訓練③ 自治体等が実施する防災訓練への参加（３）防災教育関係法令集・各種パンフレットの配布、検討会・講演会の開催及び社内報への関連記事掲載等の方法により、従業員に対する防災教育を実施し、災害に対する認識を深めるとともに、防災意識の高揚に努める。６ 電力会社相互間の体制非常災害時における被害に対しては、広域運営の趣旨に則り、電力会社相互間において、災害復旧、資機材の相互融通、移動無線局の応援、復旧要員の応援並びに斡旋等を行い、電気工作物を早期に復旧し、社会に対する電気事業本来の責務を遂行できるよう対処する。第第第第４４４４ 電話電話電話電話ＮＴＴ西日本は、地震災害等が発生した場合に電気通信サービスを確保するため、関係法令に定める地域及び災害実績等を参考とし、電気通信設備等の防災に関する計画を策定し、実施するものとする。１ 電気通信設備等の防災計画（１）災害に備えて、主要な電気通信設備等について耐震・耐火・耐水構造化を行うこと。（２）重要通信センターの分散設置並びに中継伝送路の多ルート構成あるいはループ化構成とすること。
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（３）通信ケーブルの地中化を推進すること。（４）主要な電気通信設備について、必要な予備電源を設置すること。（５）災害等が発生し又は発生の恐れがある場合に重要通信を疎通させるための通信手段を確保すること。２ 災害対策用機器並びに車両の確保災害が発生した場合において、電気通信サービスを確保し、被害を迅速に復旧するため、災害対策機器並びに車両を配備する。３ 防災に対する教育、訓練（１）防災業務を安全かつ迅速に遂行しうるよう社員等に対して防災意識を啓発し、必要な教育を実施する。（２）奈良県及び県内市町村等が主催する総合的な防災訓練に積極的に参画する。第第第第５５５５ 都市都市都市都市ガスガスガスガス各ガス事業者は、ガス施設における災害発生の未然防止はもちろんのこと、発生時の災害の被害を最小限とするために、また震災発生地域でのガスによる二次災害防止と非被災地域におけるガス供給確保を目的として、ガスの供給に係わる設備、体制及び運用についての総合的な災害予防対策を推進する。１ 大阪ガス株式会社（１）防災体制保安規程に基づき「防災業務計画」及び「ガス漏洩及び導管事故等処理要領」等により、当社及び関係工事会社等に対し保安体制並びに非常体制の具体的措置を定める。（２） ガス施設対策① 新設設備はガス工作物の技術上の基準、製造設備等耐震設計指針等に基づき耐震性を考慮した設計とし、既設設備はその重要度を考慮し計画的に入替え・補強等必要に応じた対策を講じる。② 二次災害の発生を防止するため、緊急遮断装置の設置による導管網のブロック化を進める。③ 地震発生時の二次災害防止のために、感震遮断機能を有するマイコンメーター及び遠隔ガス遮断装置及び地区ガバナー感震自動ガス遮断装置の設置を進める。（３）その他防災設備① 検知・警報設備災害発生時において速やかな状況把握を行い所要の措置を講ずるため、必要に応じ、供給所等に遠隔監視機能を持った次の設備を設置する。ア 地震計 イ ガス漏れ警報設備 ウ 圧力計・流量計
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② 連絡・通信設備災害発生時の情報連絡、指令、報告等を迅速に行うと共に、ガス工作物の遠隔監視・操作を的確に行うため、無線通信設備等の連絡通信設備を整備する。③ 資機材の点検整備（４）教育訓練① 社員等関係者に対する防災教育② 防災訓練地震発生時の災害対策を円滑にするため、年に１回以上被害想定を明らかにした実践的な防災訓練を実施し、非常事態にこの計画が有効に機能することを確認する。また、地域防災訓練に積極的に参加する。（５） 広報活動① 顧客に対するガスの正しい使い方及びガス漏れの際の注意事項等の周知② 土木建設関係者に対する周知建設工事の際のガス施設損傷による災害を防止するため、ガス供給施設に関する知識の普及を図ると共に、ガス事故防止に当っての注意事項を周知する。２ 大和ガス株式会社（１）防災体制大和ガス株式会社は、保安規程に基づいて「地震災害時の対策要綱」「ガス漏洩及び導管事故等処理要領」を作成し、関連会社も含めて、保安体制及び非常時体制の具体的措置内容を定める。（２）施設対策① 導管関係施設導管は、耐震性と可とう性に優れたポリエチレン管、鋼管への切り替えを早期に実施するとともに、接合部についても抜け出し阻止力の高いメカニカル継手及び溶接接合方法を維持する。② 地下室等におけるガス設備安全点検の強化と安全使用に必要な知識の周知徹底③ 地震計の設置地震が発生した場合、ガス供給区域内の被害発生の程度と被災地区の迅速な推定を行い、供給停止の判断及び二次災害防止に資するため、大和ガス本社内に地震計を設置する。④ 緊急措置のための設備災害発生時のガスによる二次災害の防止と迅速な復旧活動を行うために、需要家ごとの遮断装置と地域的にガスを遮断する緊急措置ブロック化を推進する。
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⑤ 情報通信設備の整備災害発生時に、需要家等からのガス漏れ通報、防災関連機関との連絡及び大和ガスの各部署との調整を確保するために、情報通信施設を次のように整備する。ア 災害時優先電話（災害応急復旧用無線電話）の加入イ 移動無線による通信体制の強化ウ 防災関連機関との相互支援体制の推進⑥ 車両、資機材の整備（３）広報活動大規模災害の発生に備えて、次の２点を重点に広報活動体制を確立する。① 需要家に対するガス安全使用のためのＰＲの強化② 土木建設関係者に、建設工事の際のガス施設による災害を防止するため、ガス管の敷設状態、埋設深度、材質等ガス供給に関する知識の普及を図る。（４）教育訓練計画大和ガス従業員及び関連工事会社従業員に対して、ガス漏洩及び導管事故等緊急措置を重点に、教育を施し、保安意識の向上に努めるとともに、「緊急事故処理訓練」、「非常召集訓練」、「地震災害等の対策要綱に基づく各種訓練」を行い、これらの諸訓練の集大成として、毎年１回総合訓練を実施する。３ 桜井ガス株式会社（１）ガス施設（導管）の耐震性の強化ガス導管は、ガス事業法並びに（社）日本ガス協会「ガス導管耐震設計指針」に基づき設計、施工する。① 中圧管は、溶接鋼管のほか耐震性に優れた機械的接合のダクタイル鋳鉄管を使用する。② 低圧導管は、ポリエチレン管、機械的接合のダクタイル鋳鉄管または鋼管を使用する。（２）防災システムの強化① 地震計の設置② 保安用通信システム本社を中心とした、業務用無線を非常時に対し装備する。③ 導管網のブロック化大規模地震の発生の際にガスの供給を継続することによって二次災害発生の恐れがある地区については、一時的にガスの供給を停止し、他の地域に対してはガスの供給を継続するために、導管網をブロック化する。④ マイコンメーターの設置（３）現有車両等の整備向上及び資機材の整備
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（４）災害復旧体制の整備保安規程等により、災害復旧活動の組織、人員及び機材の整備を図り、迅速な復旧をなしうる体制を定める。しかし、地震等の非常事態が発生し、導管の被害が大きく、広域にわたり供給停止となり、桜井ガス単独では復旧に日数を要する場合には、（社）日本ガス協会に救援活動を要請するなど、的確な対応を図る体制をとる。このような、非常事態が発生し、広範囲な供給停止となった場合における（社）日本ガス協会、被災ガス事業者間の緊急連絡体制及び救援体制等が、「地震・洪水等非常事態における救援措置要綱」により定められている。① 要員の確保地震の震度階に応じて、社員の自動的出社体制とし、要員を確保する。② 教育訓練定期的に、自社内において地震等の非常事態を想定した訓練等を実施する。また、（社）日本ガス協会部会とも、定期的に連絡訓練を行う。４ 五条ガス株式会社（１）防災体制保安規程に基づく「地震災害等の対策要綱」及び「ガス漏えい及び導管等事故処理要領」などにより、当社及び関係工事会社に対し、警備体制並びに非常体制の具体的措置を定める。（１）施設対策等① 供給所設備の維持管理② 導管及び付属設備ア 導管及び付属設備の設置及び維持管理イ 耐震性の強化導管については鋼管、ポリエチレン管及びダクタイル鋳鉄管への切替を行うとともに、継手については機械的接合の採用を推進している。③ 通信関係設備業務用無線、災害時優先電話、ポケットベル及び携帯電話により対処する。④ 防災機器を備えた製造・供給システムア 局部的な地震に対してはガスによる二次災害の防止と復旧活動迅速化のため導管のブロック化を行う。イ ガスによる二次災害を防止するため、一定震度以上で自動遮断するマイコンメーターの普及促進を図る。⑤ 緊急資材の整備地震発生に伴って緊急事故が発生した場合、早急に応急もしくは復旧措置ができるよう緊急用資材を保有し、その点検を行う。
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（２）教育訓練及び震災知識普及① 社員に対する防災に関する教育② 地震及び緊急訓練等地震発生時、緊急時及び非常召集時を想定して定期的に訓練を実施し、製造・供給に関する緊急操作、応急修繕、防火・消火、情報の伝達、広報に関して万全を期する。③ ガス安全使用のための周知顧客に対し、常にガスの正しい使い方、並びにガス漏れの際の注意事項を周知するとともに、特に地震発生時に避難する時は必ず元コックを閉じるよう徹底を図る。第第第第６６６６ 鉄道鉄道鉄道鉄道１ 西日本旅客鉄道株式会社阪神・淡路大震災後、運輸省からの鉄道新設構造物の耐震設計に係わる当面の措置（平成７年７月３１日付）に基づき新設構造物の設計を行うとともに、既存の鉄道構造物に係わる耐震補強の緊急措置に基づき、緊急耐震補強計画を作成し補強工事を進める。また、京阪神地区のアーバン線区では列車無線による一斉列車停止方式による。２ 近畿日本鉄道株式会社地震発生時における鉄道の被害拡大防止をするとともに、被害が発生した場合迅速な復旧を図り輸送機能を確保するため、次の対策を講じる。（１）施設の耐震性の強化新設建造物は、関係基準に従い設計し、その他については、関係官庁から新しい基準が出され、強化対策が必要となれば、計画的に強化を図る。（２）地震計の設置沿線の主要箇所に地震計を設置して、運転司令室に警報表示を行い、指令無線により運転中の列車に対して指示を行う。（３）情報連絡施設の整備迅速に各種情報を周知徹底させるため、通信施設の整備拡充を図る。（４）復旧体制の整備① 復旧要員の動員及び関係機関との協力応援体制② 応急復旧用資機材の配置及び整備③ 列車及び旅客の取り扱い方の徹底④ 消防及び救護体制⑤ 防災知識の普及
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第第第第７７７７ ヘリポートヘリポートヘリポートヘリポート奈良県ヘリポートは、関係基準等に基づき建設されているが、震災等により外部から物資搬入が一時的に途絶えても、ヘリポートの機能を維持できるよう以下の施設を設置する。１ 給油施設航空燃料の補給が一時的に途絶えた場合を想定し、県消防防災ヘリコプター等の活動が可能となる燃料を備蓄する。２ 自家発電装置送電が一時的に停止した場合を想定し、送電が復旧するまでの間に対応できる自家発電装置を設置する。第第第第８８８８ ライフラインライフラインライフラインライフライン共同収容施設等共同収容施設等共同収容施設等共同収容施設等県及び市町村は、災害時における水道、ガス、電気、電話等のライフラインの安全性、信頼性を確保するため、当面都市部において、幹線共同溝、電線共同溝の計画的な整備を推進する。
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第第第第１５１５１５１５節 避難計画節 避難計画節 避難計画節 避難計画第第第第１１１１ 市町村市町村市町村市町村におけるにおけるにおけるにおける計画計画計画計画市町村は、市町村地域防災計画の中で、地震災害時において安全かつ迅速な避難、誘導を行うことができるよう、あらかじめ避難計画を作成し次の事項を具体的に定め、避難訓練を行う。特に、駅・商業施設・観光名所等の災害時において混乱が予想される場所については、避難計画作成において留意する。１ 避難の勧告又は指示を行う基準及び伝達方法２ 避難地の名称、所在地、対象地区及び対象人口３ 避難地への経路及び誘導方法４ 避難民の収容対象者、収容割当方法５ 避難所の運営担当者割当等の避難所管理運営方法６ 避難民への給水、給食、日用必需品等の支給７ 避難所での臨時教育、保育施設の開設８ 広域避難地等の整備に関する事項９ 避難準備及び携帯品の制限等10 その他必要事項第第第第２２２２ 防災上重要防災上重要防災上重要防災上重要なななな施設施設施設施設におけるにおけるにおけるにおける計画計画計画計画学校、病院、福祉施設、その他防災上重要な施設の管理者は、次の事項に留意して避難計画を作成するとともに、避難訓練を行い避難の万全を期する。１ 学校においては、それぞれの地域の特性等を考慮したうえで、避難の場所、避難経路、誘導並びにその指示伝達の方法、児童・生徒等を集団で避難させるための避難場所の選定、収容施設の確保及び避難後の教育・保健・衛生・給食等の実施方法２ 病院においては、患者等を他の医療機関又は安全な場所へ集団で避難させるための収容施設の確保、移送方法、治療・保健・衛生・給食等の実施方法３ 高齢者、障害者及び児童が入居する福祉施設においては、それぞれの地域の特性等を考慮したうえで、避難場所、避難経路、誘導、収容施設の確保、保健・衛生・給食等の実施方法
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第第第第３３３３ 避難場所等避難場所等避難場所等避難場所等のののの選定基準選定基準選定基準選定基準市町村は、大規模地震が発した場合に住民の生命、身体を保護するため、次により避難場所・避難路を選定し、日頃から住民への周知徹底に努める。１ 避難場所市町村は、都市公園、公民館、学校等の公共施設を対象に、次の事項に留意して避難場所を選定する。（１）避難者１人当たりの必要面積を十分確保するよう配慮する。（２）大規模な崖崩れ、浸水などの危険のないところとする。（３）地区分けをする場合においては、町単位を原則とするが、主要道路、鉄道、河川等を横断して避難することはできるだけ避ける。（４）震災時の大火災の輻射熱を考慮し、避難者の安全を確保できる十分な広さを有する公園、緑地、グランド（校庭）、その他公共空き地を選定する。（５）付近に大量の危険物等が貯蔵されていないところとする。（６）状況に応じて、他の避難場所に移動が可能なところとする。２ 避難路市町村は、次の事項に留意して避難路を選定する。（１）避難路となる道路、橋梁及びトンネル等、道路施設自体の安全性について十分検討し、必要ならば適切な措置を講ずる。（２）避難路は、原則として広域避難地又はこれに準ずる安全な場所に通じる道路とする。（３）避難路は、道路沿いに火災、爆発等の危険性の大きい工場等がない道路とする。（４）浸水等の危険のない道路とする。第第第第４４４４ 避難場所等避難場所等避難場所等避難場所等のののの整備整備整備整備１ 避難場所及び避難施設の整備市町村は、避難場所及び避難施設について、自ら、若しくはその管理者（設置者）と十分調整を図り、次のとおり施設・設備の整備に努める。（１）避難場所に指定されている施設等の耐震性の強化、避難場所の整備及び設備の充実による避難施設としての機能の強化
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（２）食糧・飲料水・給水用設備・照明設備・非常用電源・常備薬・炊きだし用具・燃料・毛布・暖房器具等避難生活に必要な物資及び救助用資機材等の備蓄（３）飲料水、電源等を確保し、被災者の安全を図るために必要な井戸、耐震性貯水槽、水泳プ－ル、自家発電設備、給水車、電源車、仮設トイレその他の施設又は設備の整備（４）災害時の的確な情報収集と適切な伝達のための防災無線（移動系・同報系・地域系等）等の整備（５）高齢者や障害者・女性等を考慮した避難施設・設備の整備２ 避難路及び避難誘導施設の整備。県及び市町村は、避難路及び避難誘導設備について、次のとおり整備に努める。（１）避難路の耐震化の推進（２）高齢者や障害者等を配慮した避難場所への避難誘導標識、防災情報案内板等の整備３ 救護用資機材の整備市町村は、地震発生時に災害応急対策を円滑に進めるために、負傷者の応急的措置を行う救護所用の仮設テント、担架ベッド、投光器、緊急電源装置等の救護用資機材の整備に努める。
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第第第第１６１６１６１６節 帰宅困難者対策計画節 帰宅困難者対策計画節 帰宅困難者対策計画節 帰宅困難者対策計画第第第第１１１１ 帰宅困難者帰宅困難者帰宅困難者帰宅困難者１ 帰宅困難者の定義大規模地震により、通勤、通学、買い物、観光等で外出して奈良県内に滞在している者及び奈良県内から外出して県外に滞在している者が、交通機関の途絶等により自宅への帰宅が困難になる者 （ ） （ ）２ 他府県から奈良県へ通勤・通学する者 平成１７年国勢調査 人県内他市町大阪府から 京都府から 兵庫県から その他から 合 計 村から総 数 30,462 18,499 2,060 8,895 59,916 196,081通勤 22,264 15,169 1,269 7,104 45,806 165,805通学 8,198 3,330 791 1,791 14,110 30,276（ ） （ ）３ 奈良県から他府県へ通勤・通学する者 平成１７年国勢調査 人県内他市町大阪府へ 京都府へ 兵庫県へ その他へ 合 計 村へ総 数 185,833 19,092 5,420 10,272 220,617 196,081通勤 162,132 11,670 3,533 8,705 186,040 165,805通学 23,701 7,422 1,887 1,567 34,577 30,276第第第第２２２２ 想定想定想定想定されるされるされるされる事態事態事態事態１ ターミナル駅への殺到外出中の地震発生の際には家族や自宅の状況が不明なことから心理的動揺が生じ、特に事業所、学校等に所属していない人々は帰属する場所がないことからターミナル駅へ殺到するなど、パニックの発生が予測される。２ 公共施設等への集中一時休息や情報収集ができる場所ととらえ、多くの人々が公共施設や大規模民間施設に集まってくることが予測される。
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３ 安否確認電話等の集中地震発生の直後から、家族等の安否確認電話等が集中し、通信機能のマヒが生じることが予想される。４ 帰宅行動等に伴う混乱一斉に大量の徒歩での帰宅行動がとられることによる沿道での水、食糧、救護等の需要の発生など、帰宅経路での混乱が予想される。５ 水、食糧、毛布などの需要の発生地震発生当日に帰宅することが困難な者は事業所等に残留するすることが予想され、事業所等で水、食糧、毛布などの備蓄がない場合、これらに対する需要が大量に発生することが予想される。第第第第３３３３ 帰宅困難者対策帰宅困難者対策帰宅困難者対策帰宅困難者対策のののの推進推進推進推進１ 普及啓発地震発生時には、徒歩での帰宅が避けられなくなる場合があること、日頃からの携帯ラジオ や地図等の準備等についての意識啓発を図る。２ 事業所、学校等における対策の推進事業所、学校等における水、食糧、毛布などの備蓄の推進を啓発する。３ 情報提供の体制づくり一時避難場所等に関する情報、鉄道等の運行や復旧情報に関する情報等を、駅周辺のビジョンでの表示、駅や交番における張り紙、放送機関からの放送等により、迅速に提供できる体制を整備する。４ 徒歩帰宅の支援対策幹線道路沿いに公共施設等を活用した帰宅支援施設を配置し、水、食糧、トイレ、情報等の提供が行えるよう務める。その際、コンビニエンスストア、ガソリンスタンド等の民間事業者の協力を求める。５ 観光客対策本県には多数の観光客が訪れることから、国内遠隔地や外国からの観光客の避難場所確保や輸送対策等の体制づくりを行う。また、外国人に対する情報の提供に万全を期するため、通訳者や通訳ボランティアの確保を図る。
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第第第第１７１７１７１７節 医療計画節 医療計画節 医療計画節 医療計画第第第第１１１１ 初動医療救護体制初動医療救護体制初動医療救護体制初動医療救護体制のののの整備整備整備整備１ 医療救護班の整備（１）市町村は、地区医師会等医療関係団体と協議し、医療救護班の整備を図る。（２）県は、医大・県立病院、保健所等において医療救護班を編成するとともに、医療関係団体と協議し、医療救護班の整備を図る。（３）日本赤十字社奈良県支部は、医療関係団体の協力を得て独自の医療救護班の整備を図る。２ 医療救護班の編成基準（１）医療救護班は、医師１名ないし２名、看護師２名及び補助者１名を標準とし、適宜薬剤師を加える。（２）歯科医療救護班は、歯科医師１名、歯科衛生士２名及び補助者１名を標準とする。３ 医療救護所設置予定施設の確保市町村は、避難所に指定した施設等の中から、医療救護所として使用可能な予定施設をあらかじめ指定しておく。４ 医療救護活動の発令、要請、情報連絡体制の確立県は、災害発生直後において初動医療救護活動を円滑に実施するため、市町村、医療関係団体、医療機関及び医療救護班等との情報連絡体制を確立する。第第第第２２２２ 災害時災害時災害時災害時におけるにおけるにおけるにおける医療情報等医療情報等医療情報等医療情報等のののの収集収集収集収集、、、、伝達手段伝達手段伝達手段伝達手段のののの確保確保確保確保１ 広域災害・救急医療情報システムの整備県は地域の医療機関、医療関係団体、災害拠点病院、消防機関、保健所等間との情報ネットワーク化及び国、都道府県間との広域情報ネットワーク化を図り、災害時に必要な医療情報の収集、提供を行い円滑な連携の基に傷病者等の医療の確保を図るため、広域災害・救急医療情報システムの整備を図る。また、災害時に当該システムの円滑な運用を図るため、定期的に訓練を実施するほか、関係機関は情報の入力及び検索等当該システム運用のための体制の整備に努める。２ 防災行政無線の活用県は、保健所、医大・県立病院等に設置される防災行政無線を活用し、電話機能、ＦＡＸ機能により医療情報等の収集、伝達を図る。
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第第第第３３３３ 傷病者等傷病者等傷病者等傷病者等、、、、医療救護医療救護医療救護医療救護スタッフスタッフスタッフスタッフ、、、、医薬品等医薬品等医薬品等医薬品等のののの搬送体制搬送体制搬送体制搬送体制のののの確保確保確保確保県は、災害時において効率的・効果的な医療救護活動を行うため、消防機関と連携して傷病者及び医療救護スタッフ等の搬送体制の整備を図るとともに、医薬品卸協同組合等と協力して医薬品等の搬送体制の確保に努める。第第第第４４４４ 後方医療体制後方医療体制後方医療体制後方医療体制のののの整備整備整備整備県は、災害時における重篤救急患者の受入機能や自己完結型医療救護班の派遣機能等を備えた、「地域災害医療センター」を県下に５箇所指定し、さらにそれらの機能を強化し、要員の訓練、研修機能を有する「基幹災害医療センター」を県に１箇所指定し、これら災害拠点病院の充実に努める。１ 地域災害医療センター（１）県立奈良病院 （奈良保健医療圏）（２）済生会中和病院 （東和保健医療圏）（３）近畿大学医学部奈良病院（西和保健医療圏）（４）大和高田市立病院 （中和保健医療圏）（５）県立五條病院 （南和保健医療圏）２ 基幹災害医療センター県立医科大学附属病院第第第第５５５５ 医療医療医療医療ボランテｲアボランテｲアボランテｲアボランテｲアのののの活用活用活用活用県は、災害時において、医療ボランテｲアの確保・受け入れに係る調整を行い、医療救護スタッフの適正な配置を行うための体制整備を図る。第第第第６６６６ 医薬品等医薬品等医薬品等医薬品等のののの確保確保確保確保県は、災害時において、医療救護班が行う医療救護活動に必要な医薬品等の備蓄に努める。また、関係団体の協力を得て医薬品等の在庫調査を行うとともに、災害用医薬品及び血液製剤等を迅速に供給するための体制整備を図る。第第第第７７７７ 病院防災病院防災病院防災病院防災マニュアルマニュアルマニュアルマニュアルのののの作成作成作成作成県は、病院等医療機関に対し、災害時に備え防災体制、入院患者への対応策、医療救護班の派遣方法等を記した病院防災マニュアルを作成するよう指導する。
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第第第第８８８８ 災害医療災害医療災害医療災害医療にににに関関関関するするするする普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発、、、、教育研修教育研修教育研修教育研修、、、、訓練訓練訓練訓練のののの実施実施実施実施１ 県民に対する普及啓発県は、県民に対する救急蘇生法、止血法、骨折の手当法、トリアージの意義、メンタルヘルス等災害時の医療的措置等についての普及啓発に努める。（注「トリアージ」については、「第３章第９節第４ 救急救助活動」参照）２ 医療関係者に対する教育・研修県は、医療関係者に対するトリアージ、災害時における外科的処置、特殊疾患への対応、遺体検案等についての教育・研修に努める。３ 防災訓練病院等医療機関は、防災訓練を実施し、病院防災マニュアルの職員への徹底を図るよう努める。第第第第９９９９ 精神障害者対策及精神障害者対策及精神障害者対策及精神障害者対策及びびびびメンタルヘルスメンタルヘルスメンタルヘルスメンタルヘルス対策対策対策対策県は、精神障害者に対する災害時の医療を確保するため、これら患者の受療状況及び医療機関の稼働状況の把握並びに精神医療チームの編成に努める。また、災害時において様々なストレスが被災者の不安を増大させるため、県はこれらに対する相談体制の確立や関係団体・関係者に対する指導体制の充実に努める。第第第第１０１０１０１０ 在宅難病患者対策在宅難病患者対策在宅難病患者対策在宅難病患者対策県は、在宅難病患者に対する災害時の医療や保健サービスを確保するため、次の対策を講じるよう努める。（１）災害時に備え、在宅難病患者の実態を把握する。（２）保健所ごとに在宅難病患者巡回チームを編成する。（３）在宅難病患者に対する医療体制の確保を図るため、医療関係団体と協議し、状況に応じた診療機関の確保について検討する。
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第第第第１８１８１８１８節節節節 ボランティアボランティアボランティアボランティア活動支援環境整備計画活動支援環境整備計画活動支援環境整備計画活動支援環境整備計画県及び市町村は、災害時においてボランティア活動が円滑に進められるよう関係機関・関係団体と連携を図りながら、その活動を支援するための環境整備に努める。第第第第１１１１ 災害時災害時災害時災害時におけるにおけるにおけるにおけるボランティアボランティアボランティアボランティア活動支援体制活動支援体制活動支援体制活動支援体制のののの整備整備整備整備県及び市町村は、関係機関・関係団体と連携して、災害時におけるボランティア活動支援体制の整備を行うとともに、ボランティアと被災地の調整役となる災害ボランティアコーディネーターの養成や、ボランティア団体等が相互に連携し活動できるようネットワーク化を図る。第第第第２２２２ 専門技術専門技術専門技術専門技術ボランティアボランティアボランティアボランティアのののの確保確保確保確保県は、県ボランティア・ＮＰＯ活動情報提供システム等を活用し、専門的知識、経験や資格をもつ専門技術ボランティアの情報を収集し事前登録を図る。《専門技術ボランティア登録分野》分 野 活 動 内 容 資格要件等 所 管 課余震等による建物の倒壊、部材の落下建物判定 等による二次災害を防止するため、被災 被災建築物応急 建 築 課建築物の被害程度を調査し、使用に際し 危険度判定士ての危険度を判定する。上記以外の専門技術ボランティアについても、関係課・関係機関等と協議のうえ、登録を図る。第第第第３３３３ 災害時活動災害時活動災害時活動災害時活動へのへのへのへの迅速迅速迅速迅速なななな対応対応対応対応県及び市町村は、災害ボランティアコーディネーター・専門技術ボランティアが、災害時に迅速・的確に活動できるよう、平常時から研修会等への参加促進に努める。
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第第第第１９１９１９１９節 災害時要援護者節 災害時要援護者節 災害時要援護者節 災害時要援護者のののの安全確保計画安全確保計画安全確保計画安全確保計画地震による災害の発生に際し、自力避難が困難な高齢者、障害者、外国人及び乳幼児等（以下「災害時要援護者」という。）に対して平常時の防災に関する定めを行い、最小限度の被災に抑止するものとする。第第第第１１１１ 県県県県、、、、市町村市町村市町村市町村、、、、地域住民地域住民地域住民地域住民のののの役割分担役割分担役割分担役割分担県、市町村及び地域住民等は、災害時要援護者の生命・財産を守るため災害予防、あるいは災害応急対策等の防災知識の普及を次により行う。１ 県は、市町村域を越えた広域的な地域住民を対象に、災害予防、あるいは災害応急対策等の防災知識を普及するとともに市町村地域防災計画における「災害時要援護者対策計画」等の策定指導を行う。２ 市町村は、地域における災害予防、あるいは災害応急対策等の防災知識を普及するための「災害時要援護者対策計画」等を策定し、その計画等に基づき地域に即した住民ネットワークの構築や災害時要援護者に適した方法・媒体等により防災知識の普及を行う。３ 地域住民は、住民ネットワークを組織し、市町村が実施する災害予防あるいは災害応急対策等のための行事等への参加援助・情報伝達など、災害時要援護者への防災知識の普及促進に努める。第第第第２２２２ 普及普及普及普及のののの方法方法方法方法防災知識の普及は、災害時要援護者の内容、程度及び地域実態を考慮し、おおむね次の方法により行う。１ 視覚機能に障害のあるとき（１）音声情報による周知（２）拡大文字による周知（３）その他、効果的な方法の併用による周知２ 聴覚機能に障害のあるとき（１）文字情報による周知（２）映像による周知（テレビ、ビデオ、パソコン等）（３）手話による周知
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（４）その他、効果的な方法の併用による周知３ 日本語理解に障害のあるとき（１）外国語による周知（２）その他、効果的な方法の併用による周知４ 地理的理解に障害のあるとき（１）地図つき情報による周知（２）その他、効果的な方法の併用による周知第第第第３３３３ 平常時平常時平常時平常時におけるにおけるにおけるにおける状況把握状況把握状況把握状況把握県及び市町村は、地震による災害の発生に際し、災害時要援護者に対して火災通報の伝達、避難誘導、応急救助等を迅速に実施するため、平常時からその状況把握に努める。その取扱いは、住民のプライバシー保護の観点から慎重に行う。１ 県は、市町村の要請に応じて、一般対策業務の実施時に把握する災害時要援護者に係る情報を当該市町村に提供する。２ 市町村は、民生児童委員、ヘルパー、自主防災組織、自治会、地域住民等との協力体制を整え、災害時要援護者に係る状況把握に努める。第第第第４４４４ 社会福祉施設社会福祉施設社会福祉施設社会福祉施設におけるにおけるにおけるにおける防災防災防災防災社会福祉施設を経営する者は、地震による災害から利用者（入所者）の安全を確保し、被災を最小限度に抑止するために、あらかじめ震災に備えた防災体制、利用者（入所者）への対応策、緊急に施設保護を必要とする者の一時的受入の体制などを整備するとともに、防災訓練などを実施し、職員及び利用者（入居者）等に対する防災意識の高揚に努める。なお、防災訓練を実施する際には、事故の発生することのないように十分な事前準備を行い、特に利用者（入所者）の安全性を確保した方法により行う。
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第第第第２７２７２７２７節 住宅応急対策予防計画節 住宅応急対策予防計画節 住宅応急対策予防計画節 住宅応急対策予防計画第第第第１１１１ 応急仮設住宅応急仮設住宅応急仮設住宅応急仮設住宅のののの供給体制供給体制供給体制供給体制のののの整備整備整備整備県及び市町村は、災害に対する安全性に配慮しつつ応急仮設住宅を設置できる用地を把握し、社団法人プレハブ建築協会と連携しつつ災害時における応急仮設住宅の設置が円滑に実施できるよう体制の整備に努める。第第第第２２２２ 公営住宅公営住宅公営住宅公営住宅のののの空家状況空家状況空家状況空家状況のののの把握把握把握把握県及び市町村は、災害時における被災者用の住居として利用可能な公営住宅の空家状況を把握し、災害時に迅速に提供できるよう体制の整備に努める。第第第第３３３３ 民間賃貸住宅等民間賃貸住宅等民間賃貸住宅等民間賃貸住宅等のののの紹介紹介紹介紹介にににに係係係係るるるる連絡体制連絡体制連絡体制連絡体制のののの整備整備整備整備県は、災害時における被災者用の住居を確保するため、民間賃貸住宅等の紹介に係る関係団体等との連絡調整を行い、災害時に迅速な紹介ができるよう体制の整備に努める。
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